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は し が き

農林水産技術会議尻おいては、昭和41年度から熱帯および亜熱帯の農業に関する試験研究を推進す

るため、在外研究員の派遣をはじめとして、海外調査、資料収集、広報活動、研究交流等を行なっている。

この業務の一つとして、沖網における農業事情等とその試験研究の実態を把握するため、今回、現地調

査を実施した。

最近、沖縄の施政権の返還に備え、沖縄と本士との一体化を進める施策の検討が行なわれているが、そ

の農業振興策の一つとして、農業試験研究体制の整備強化が取上げられている。熱帯および亜熱帯の農業

忙関する試験研究を推進するに当って、亜熱帯に位置する沖測の農業技術に関する試験研究をどのように

位直づけたらよいか上記との関連忙おいて、検討するため、調査を行なった。本書はその報告書である。

本調査報告が、関係各位の業務の参考に役立てば幸いである。

終りに、本調査尻あたってご協力いただいた琉球政府関係者、特に農林局関係者、 日本政府総理府特別

地域連絡局閃係官、日本政府南方連絡事務所関係官ならぴに琉球模範農場関係者各位に対し、ここ侭改め

て謝意を表するとともに、調査実施者のご苦労に対し重ねて厚くお礼申し上げる。

調査者
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熱帯農業研究管理室室長補佐

小倉武

内 山泰 孝
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ど硯察スケジューJレtこ

る。

まとめる。

する。

（以上、内山のみ）

1 8 : 0 O~ 2 0 : 0 0 

1 ;?; 月21日

n : o o ホテル発。

9:ao~10:so 

l O : 生0~12:30

Edward H. Reeves) 

と

゜
」してついて説明を間く。

出席。

ついての脱明を受ける。

より「幡網筐おけ 1', 
心{、

忙ついて説明を間いた後、場内

13:00,-14:30 農業団体主催昼食会（ハーヴァービュークラブ）に出席。

15:00~J.6:00 

fl:OO~lo:30 

く。（帰途）

て場長より場の概況の説明を聞いた後、場内を祝察する。

高良鉄夫農学部長より いて説明を間

゜
1 8 : 0 0 ホテ

2月 22日
゜

ヮ： 0 0 ホテル発。

8 : 2 0 荊覇発。南西航空 51便にて石垣島に向う。

9 : 5 0 石垣空港着。

1 0: 0 0 琉球政府八重山地方庁を訪間し、庁長に挨拶。

10:40~11:20 琉球農業試験場八重山支場視察。

11:30~11:40 琉球畜産試験場八重山支場育成牧場視察。

12:so~1s:10 琉球殖産株式会社（除草剤委託試験圃のみ）視察。
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14:00~14:30 石垣製糖株式会社工場視察。

15:00~15:40 林発農園祝察。

16:30~16:50 八重山水産模範養殖場視察。

1 8 : 0 0 ホ

同行者

（本島より）

模範農場管理官

琉球政府農林局農林部農業改良課長

琉球農業試験場長

（石垣島にて）

八重山地方庁経済課長

1 2月23日

9 : 2 0 ホテル発

丸杉孝之助

上原進助

新城幸吉

田本信正

9:30~ 9:50 琉球畜産試験場八重山支場視察。

10:00~10:30 沖縄缶詰株式会社視察。

1 1 : 4 0 石垣発、南西航空 62便にて那覇に向う。

1 3 : 0 0 那覇着

14:30~14:40 第一製糖株式会社訪問（未操業の為工場祝察せず）。

1 4: 5 O~ 1 5 : 0 0 那覇精肉加工株式会社東風田牧場視察。

1 5: 1 O~ 1 5 : 4 0 アジア畜産株式会社視察。

16:00~17:00 南部戦跡祝察。

1s:00~20:oo 松岡行政主席主催招宴に出席

1 2月24日

8 : 3 0 ホテル発西海岸沿いに北上。（同行者：佐藤南連次長、丸杉管理官）

11:00~11:so 琉球農業試験場名護支場視察。

14:00~14:30 具志川村養豚農家視察。

1 5 : 0 O~ 1 5 : 1 0 琉球農業試験場コザ支場視察。

1 5 : 4 0 那覇空港着

1 5 : 5 O~ 1 6 : 1 0 空港にて記者会見。

1 6 : 2 5 那覇発 ノースウエスト 4便。

1 8 : 2 7 羽田着o
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L 沖縄の経済の動き

1。 国民所得等について

l 9 6 7年度（昭和 4,l年 7月 1日~42年 6月30日）における沖縄の国民所得は 47 3.2百万ド

ルで前年度筐比べ l8. 9復の伸びを示した。その内 69.8倍に当る 33 0.4百万ドルは第 3次産業匹占

められ、第 2次産業及び第 1次産業によるものは、夫々 l9.0笏、 89.9百万ドル及び 11.2笏、 52,9 

百万ドルに過ぎない。第 3次産業の所得は、主として米軍基地に何らかの関係あるものの収人紅よるも

のな沖絹経済はまさに基地依存経済と云えよう。

一方、 l9 5 8年度に比べると、 1 9 6 7 おける第 1次産業侭よる国民所得は 1.8倍であるの

紅対し、第 2次産業は 4.8倍と若しい伸びを示し、第 3次産業は 3.4倍になっている。［苗、 1 9 5 8年

の国民所得の構成比は、第 1次産業 20.6 %、第2次産業 l3.0 %、第 3次産業66 4 %となっており、

l 9 6 7年度迄の l0年間に第 2次産業の伸びが著るしかったのはバインアソプル、さとうぎび等の生産

の急速な増加に伴う加工産業の増加並びに建設の増加によるも 0 である。但しその伸びの絶対量は、第

8次産業に比べて遥かに少ない。

また、 l 9 6 7年度の人口は 95 2千人で 1人当り国民所得は 49 7ドルとなる。 1人当り国民所得

の対前年度伸び率は l9 6 5年度 13. 3茄、 l 9 6 6年度 15.8 %、 lg 6 7年度 l7. 2 %と非常に高

い。

昭和 41年度における日本本土の 1人当り国民所得 82 0ドルに比べると著しく低いが、同年の鹿児

島県 47 6ドルよりは高い。なお、経済等の規模が似ているといわれる島根県は 58 4ドルである。

次に、 l 9 6 7年度の産業別就業者 1人当り国民純生産は、 l1 2 7ドルであるが、第 2次産業の

1 2 7 5ドル、第 8次産業の 15 8 8ドルに比べ、第 1次産業は、僅か 37 6ドルに過ぎない。
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第2表産業別就業者 1人当り国民純生産

戸 1960 1961 19 6 2 1963 19 64 1965 19 66 19 67 

第一次産業 141 211 234 287 27 8 341 3 59 37 6 

第二次産業 5 58 596 718 8 09 89 5 99 0 1,131 1.2 7 5 

第三次産業 8 37 899 21:l 2 1,014 1,087 1.211 1,389 1,588 

全産業平均 466 545 58 2 68 4 '140 840 り73 1,127 

（企画局：国民所得統計）

2. 民間設備投資の著しい伸長

1 9 6 6年度の投資額は、 1,400千ドルで、前年度に比べ、 5 1.2叙の伸びを示している。その主

なものは米軍の特需に関係するもので、 19 6 5年に対する 19 6 6年の指数は次のとおりである。
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1 5 6. 9 

1 6 2. 7 

124.9 

13 2. 2 

また、民需、住宅投資も活発に行なわれ、米軍補償金前払い、日本および光国政府の財政援助資金等

を利用するほか、金融機関の資金量は、前年度に比ぺ 24伶増加したにもかかわらず、資金需要の増加

はこれを上廻る 36 %となっている。

3. 消費の伸び

消費の伸びも著しく、 1人当り消費水準は、 l9 6 6年度には、前年度に比べ、全世帯平均で 10%、

農家だけで 7.7 %の伸びを示した。また一例として、 lO 0戸当りのテレビ普及台数を見ると、本島中

部の具志川村で l9 6 6年に 61.0台、久米島においても 47.4台である。因みに、 l9 6 6年 3月に

おける鹿児島県の普及率は 60.0伶である。

4. 輸出入の概況及びドル収支（品目別輸出入額については、参考資科 13参照）

1 9 6 6年度の商品別輸出状況は第 8表の通り輸出総額約 79 百万ドルのうち、砂糖が約 60 伶·~47

百万ドル、パインアップル缶詰が約 15伶の 12百万ドルを占め、結局全体の｝を砂糖とパイアップルが
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I 

担っている事てなる。 l9 6 0年度と比較するとやはり

年の輸出額の伸びは主としてこれらによる。但し l9 (i 3年以降の砂糖類の

共に輸出総額も伸び悩み傾向にある。

第 8 表 商品別輸出額の推移

項
目

年 次 19eo I I 19 61 
＇ 

1963 I 1962 1964 

輸 出 誌 額 24.037 I 35,4134 43,5 1 5 1Q418 66、145

l農 林 産 物 270 294 226 1,528 670 ， 

2. 水 産 物 649 1,021 736 1,166 1,2 g g 

3. 畜 産 物 792 821 438 445 393 

4. 砂 糖 l Q469 ]8,S28 I 26,31' 47,912 20,145 

5. パインアップル缶胃吉 2,715 5,7 8 5 5,154 8,498 

6繊維加工品 2,002 1,909 1,998 3,376 2,886 

7その他の製造
9加 工品 1,350 2,961 4,694 7,610 7,840 

8. 鉱 産 物 12 16 33 27 47 

9. l発屑類 4,693 3,406 2,753 2,411 3,477 

10. その他の輸出品 484 203 534 788 889 

伸びが著しく近

し始め、これと

（単位千ドル）

19 6 5 1966 

7 9,403 79,114 

1,228 8 10 

1,147 1.2 11 

715 1.3 48 

53,410 4 7,3£t 2 

8,556 11,914 

3,178 2,528 

7,404 8,028 

28 25 

3,047 I I 4,549 
691 1,309 

（主税局：税関統計）

一方、商品別輸入状況を見ると第4表のとおり輸入総額約 26 7百Jjドルのうち、産業用機械及び食

糧品が夫々 59百万ドル及び 52百万ドルで夫々約 20伶を占め、原材料及び建築用材料が夫々 34頁

万ドル及び28百万ドルで夫々約 10伶を占めている。

第 4 表 商品別輸 入額の推移

（単位千ドル）

] ミ 1960 19 61 19 6 2 1963 1964 196 5 19 66 

輸 入 総 額 116,812 142,744 160,995 188,998 196,488 21Q704 267,766 

1. 食 料 品 24.061 28,307 28,807 36,683 41,206 42,572 52,072 

2. 呼好飲料及煙草 3,633 3,623 3,782 2,582 2,176 2,505 2,760 

3. 原 材 料 16,511 18,324 2 4,38 7 24,296 26,776 29,683 34,381 

4. 建築用材料 16,5 4, 3 18,528 2 (¥460 21,784 22,799 26,198 28,2 2 l 

5. 産 業用機械等 18,247 27,765 30,482 39,970 36,550 36,838 59,055 

6. 日用品及雑製品 37,816 46,197 54,076 63,632 66,980 72,906 9 1,2 7 6 

（主税局：税関統計）
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1 9 6 0年度と比較すると、産業用機械の輸入が激増し、これに次いで食料品原材料の輸入増加も著

しく、この外各種の日用品や雑貨品の輸入も増加が著しい。

以上の結果、 l !=l 6 6年度の貿易収支は 18 8百万 65 2千ドルの赤字となっているが溶 1 9 5 5 

4 0百万ドル、 l 9 6 0年度約 g3百万ドル、 19 6 5年度約 13 1百万ドルと近年赤字巾

は拡大の一途をたどっている。

貿易外取引として 19 6 加は受取 l5 8百万ドル、支払 l7百万ドル、差引 14 l百万ド

ルの黒子となっているが、受取額の約8割 l2 3百万ドルは米軍からのものである。

国別の貿易額りま第 5表の通り輸出の 9U 8 %及ぴ輸入の 73.3釦ま日本が占めている。

第 5表 貿易額の固別比較 (l9 6 6年）

別！日本 I米国 i英国 I台薦 Iその他 l 計

輸

輸
出

入

71,8 54 

196,232 

5,825 

3 7,6 7 3 

486 

5,161 

2 3 9 I'I  IO I 7 9.1 I 4 
I 

6,0211 22,6791 267,766 

（主税局：税閲統計）

5. 労働事情

産業別就業人口は、第 6表のとおりで、第 1次産業従事者の、第 2次および第 3次産業への流出が著

しい。

第 6表 産業別就業者数の推移（千人）

産業祠---~二 度 196 0 1961『1962 19 6 3 19 6 4 1965 1966 1967 

第一次産業 18 9 181 17 4 165 158 158 149 141 

第二次産業 34 45 50 54 55 58 60 71 

第三次産業 160 167 17 5 18 0 188 189 200 2 08 

全 産 業 383 393 399 399 401 405 409 420 

（統計庁：労働力調査）

また、労働力の第 2次および第 3次産業への流出に伴い、農村の労働力不足が著しく、このため、農

村賃金は、第 7表のとおり急上昇を続け、極端な場合は、さとうぎびの収穫労務者雇庸に際し、タクジ一

で労務者を送迎し、 3食つぎ（酒つき）、 1日3ドル支払う例もある由である。

第 7表 農 村 賃 金 の 推 移 （ドル/1日）

畑 業（女）

19 6 3 

1.7 0 

1.23 

1964 

2.0 l 

1.3 8 

1965 

2.10 

1.4 5 

19 6 6 

2.40 

1.58 

1967 

2.7 6 

1.8 9 

（統計庁：

農村物価賃金調査）
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なお、農村地万（ておける 一例を見ると、農業tこ従事するものぱ碁常

しこ少ない。

(l 9 6 7年）

進 学 490% 業 2.3笏

軍関係 0 g伶 不明 2 2. 5 % 

(1965~1967年乎均）

l 7. 2 % 土太関係会杜 9. 9弼

軍関係 5.8笏 不明 5 3.0笏(

6 消費者物価の動向

2 5.3伶

そ/J)他の会社 1 4. 1痴

しないことは明らか）

l 9 6 6年度の物価指数は、前年度に

％を占め、その中でも、そさいが 33.3倍で、

3佑上昇したが、その士昇寄与率を見ると、

に大ぎなウエイトをもっている。

第 8表 消費者物価の上昇

~ 
分 1 9 6 6 9 6 6上昇寄昌率

合 3.0 1 0 0 

食 糧 3.8 6 6 7 

｛、：野 ，C 

食 (4.1) (2 0. 0) 

食 (3. 6) (4 6 7) 

菜 《l4. 7》 《33.3) 

被 服 0.3 3.3 

光 熱 △ 0.9 △ 3.3 

住 届 1. 3 3.3 

雑 費 3. 5 3 0.0 
-一... • •• . • • . → -— 

―8 
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+＇ し人当りの純生産を見ると、第 1次産業ま、第 2次産業の 第 3次産業

以下という状態て、この 1次産 は、 1 9 5 0年度紅は全産業就業者数のも 9.8形を占

めてし、たのtて、 1 9 fl 7年度匹は、 3B. 5形匠低下し、特質へ の流出が目立ち、農業の将来紅

暗い影を投している。

1. 面積

年々拡大の一途をたとり、

た。その内、 H8.4形は畑( 7 ， 
第 9表

l 9 6 4年紅は 56,428ヘククール、耕地率 23. 6形となっ

）で、水田は僅か 6.696に過きない。

耕地面積の推移（し ）
 

分

田

畑

計

区

水

1 9 5 5 

7,814 

88,580 

40,845 

1 9 6 0 

7,5 :) 2 

37,172 

44,704 

1 9 6 4 

3,7 B 6 

52,692 

5 G,42 8 

~
 

ぃ

m

h

t

 

ぞ
ロ統（

 

(

[

 

畑忙は、樹園地

I 0年間に、耕地は、

プJV栽培の普及）、

l 9 5 0年代後半の山地開発（パインア y

1 9 5 0年代前半のさとうきひの荒ぶ地への進出が大きな要因となっている。

3 8. 2形増加しているが、 これは、

第 10表 地域別耕地面積（畦畔を含む）

(19 04<年）

f責夏］耕地面h積a 
田 畑 樹固地

3,7h3a 6 48,2h2a 0 4,4,h7a 2 全琉 球 56,428 

沖縄本 島 33,468 2,297 2 9,18 5 l.98ti 

北 部 11.6 7 8 0 1,320 8,594 01.759 

l 7' 南中., 

部 8,403 310 7,984 109 

部 18.3 9 2 667 U12.oo, l 118 
古 12,238 012,2 3 6 2 

Ill l 0,7 2 3 0 U40 6,800 0 2,484 

（統計庁）
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1 9 6 4年tておける耕地の分布は、第 10表のとおり、全耕地の 59%は沖縄本島化、 22形ほ宮古

匠、 l9 %は八重山に分布している。本島‘をオ［、中、南の 8地域に区分すると、中部かやや少い以外は、

北部、南部、宮古、八重1日は、略々似ているが、水田、畑別（疋見ると些か趣を異にしている。即も、水

田は、北部および八重山が、それそれ B5%および；3 9 %を占め、宮古には皆無である。これ応反し、

畑は、南部および宮古がそれぞれ 26%および 25%を占め、他の地域は l4~ 1 8 %となっている。

また、樹菌1地は、八重山が 55%、北部が 37 %を占めている。これらを要約すると、水田と樹菌地は、

北部および八重山忙多く、畑は南部と宮古1/C多く、中部は、何れも多くないと云えよう。

一方農家戸数は、逆に、中部が最も多く、南部および中部もこれ忙近く、宮古および八重山は中部の

1 
百なし

1 
ヽしーしかない。このため、 1戸当り耕地面積は、第 l1表のとおり、全琉球平均は 73.1アー！レ

3 

1 1表農家戸数および 1 り耕地面積

(19 64年）

こ目1 農家戸数
l戸当り耕地面積

総数 水田 畑 閤 隅 地

全琉 球 77,129戸 7 8.1 a 4.8 a 62.5 a 5.8 a 

沖縄本島 61.8 6 8 54.1 3.7 47。2 3立

北 部 18,467 63.2 7 .1 46.5 9.5 

中 部 22,279 I 3 7.7 1.4, 35.8 
.゚5

南 部 21.12 2 63.4 3怠 5 9.7 0.6 

I~ 
古 9.65 7 1267 

25―.7 _j i 

12 6.7 0.0 2 

重 山 1 5,604 19 1.3 121.3 44.3 I I 
（統計庁）

であるが、宮古では 126.7ァー JV、八重1日では l91.3アー］レ、これに対し、沖縄本島は 54. lァー！八

中でも、中部は僅か37. 7アールに過ぎない。

2. 農家戸数

農家戸数は、戦後海外からの引楊者によって急速に増加し、 19 5 0年には 93,l2 7戸に達したが、

産業経済が戦前水準匹回復したとみられる 19 5 0年代の後半頃から次第に減少し始め、 19 6 4年匠

は、約 77千戸、 19 6 7年匠は、約 7l千 7百戸になった。これを、経営規模別匹みると、第 12表

のとおり、 50ァール以上の農家は増加し、 5 0ァール未満の農家は減少している。 19 5 5年の農家

第 12表 経営耕地規模別農家数

規属可「-----庄次 1 9 5 5 1 9 6 4 増減

5アール未満 7,314戸 5,772戸 △ 1,542戸

5~ 10アーJレ（未満） 12,350 6,569 △ 5,781 

10~ 30 2 6,60 5 19,505 △ 7,100 

30~ 50 20.3 9 7 13,705 △ 6,692 

GO~lOO 16,115 17,706 1,591 

100~300 8,009 12,439 4,430 

300以上 877 1,433 556 

--1 0 



数瓦対する増減数の比率を見ると, 5 0アール以上の短模の大ぎいもの固噌加率＇之高く、沿逆尻 S0 

ルの未満農家の減少かみられる。なお';jアー炉末満の例外規定農家の減少は 5~l 0ァールの長家孔

比ぺると少ない。結局 50~ 1 0 0アールの層を中心｛丸、両極紅分解する均象を示しているが、これは、

の労働力移動尻ともなう脱農現象を示すもの侭ほかならない。

3. 農林業就業者数

前述のとおり〔 1--5労動事情参限〕、 し1, 忙伴い、第 1 就中農林業就業

者は、年々怒激忙減少し、 l9 6 0年に総就業者の 47. 5形を占めていた農林業就業者は、]9 6 7年

尻は、 32. 1形忙なった。これは、経済発展による産業構造の近代化の姿とは云うものの、第 14昂表匠

見られるよう忙 80オ以下のものの減少が著しく、いわゆる農業就業構造の老令化、即ち質的低下をも

第 1B表

戸l就~農f!槃林t者麟財業1II :l 千8o人i 2 1 1961 . 196'、 f 1963 1I 1964 1965 1 1966 t93182t¥.7 5 1 一I ! i ＇ I 175 I i 169 I I ！ 160 I I 153 152 i I 145 

-1 44.5 42.4I : i 40.l 28.2 3'75_l_ I ・35.51 

（統計庁：労働力調査）

第 14表 農林業就業者の年令別構成

こ戸ミ 19 6 0 19611 1962 I I 1963 

l 5~ 19オ 11.7% 8.7彩'7. 7.2形

2 O~ 29 14.9 15.0 13. 12.8 

I 30~ 39 J 18.6 

40~49 18.l 19.1 20. 21.0 

50~ 64 2 3.9 24.3 2 5. 2 6.1 

65オ以上 12.8 13.3 13. 13.4 

たらし、今後の農業振興上の問題となろう。

4. 土地利用状況

口ln9<124 叶I I 196' 
19 6 6 i 

7.9% 8.5飴 I 

l 0.5 8.5 

18.4 

21.7 

2 7.0 

14.5 

19.l 19 0 

20.l 20.4 

2 7.0 28.2 

15.1 14.8 

（統計庁：労慟力調査）

（農村賃金の上昇匠ついては、

I-5労働事情参照）

耕地面積は、 19 5 6年度の 42,842haから、 l9 6 7年度の 5l,914haに増加したが、作付延

面積は l9 5 6年度の 50,532haから、 19 6 7年度の 53,758haと、あまり増加せず、結局、土

地利用率ぱ 19 5 6年度の 125.4彩から、 19 6 7年度の 109.7形に低下している。これは、多年生作

物のさとうきびおよびパインアッフ゜Jレの著しい作付増加によるもので、これらが未耕地への進出ほ勿論、

陸稲、雑穀、小麦・、豆類、そさい等に代って伸びたことを示している。また、労働力不足による耕地利

用率の低下も見られる。

-11-



第 15表土地和］用状況

I 

（農林局農政課）

~12 --



5. 藻機具普及台数

農機具の普及台数は、第 l6表のとおり、年々増加の一途をたとっている。労力の不足忙伴ない、今

後、主すまず増加するであろう。

第 16表 農業用機被の普及状況
単位：台

臼 樗トラクター 小型トラクター 動力脱穀機 動力防除機 動力楊水機 動力乾燥機 動力磨砕機

19 6 l 105 700 20 5 330 222 7 50 

LO 46 320 349 7 1 9 124 

231 1.191 3 58 42¥cl 7 20 

273 1,500 4 50 5 58 1,40 48 1,529 

276 1,536 57 4 8 30 l.80 50 1,814 

309 I 1,790 407 1.22 5 2,,2 4 2,452 

（農林局農産課）

第 l7表地域別農業用機械の普及状況

単位：台 12月末現在

年 ＼ 地域別

大型ト 小型ト 農用 動力 動力 ミスト機 動力 動 力 動力
製縄機

度 ラクター ラクター 自動車 噴ム磯 散粉機 磨砕機 脱穀機 揚水機

全 琉 2 7 6 1.5 3 6 1,10 5 209 207 424 1,814 574 1,809 962 

1 沖縄本島 12 7 1.2 5 3 982 153 19 5 345 1,444 50 1 1.748 868 ， 
6 北部＇ 48 48 2 156 33 10 143 47 5 391 193 470 

5 
中 部 24 265 136 46 23 10 3 420 49 384 142 

年

南 部 5 5 50 6 6H 0 74 162 99 549 61 1.1711 I 256 
宮 古 49 131 32 18 12 31 280 24 10 22 

八重山 100 152 91 38 48 90 49 51 72 

全 琉 30 9 1,790 1,848 2 60 18 0 68 5 2,452 407 2,241 1.2 50 

1 沖縄本島 131 1.40 5 1.7 0 0 19 2 17 9 52 4 2,281 32 5 1.7 3 0 1,147 ， 
6 北 部 50 546 360 47 2 20 2 791 209 23 4 7 6 1 

6 
中 部 32 27 2 308 89 1 7 110 927 28 57 9 138 

年

南 部 49 58 7 1,032 56 160 212 563 88 1,358 248 

宮 古 57 18 1 57 22 109 160 16 2 1 2 1 

八重山 12 1 20 4 91 46 1 52 11 66 49 82 

（農林局農産課）

6. 農業生産の推移

1) 主要作物（参考資料 15および 16参照〕

沖縄の主要作物は、さとうきび、パインアッフ゜ル、柑晋、さつまいも等である。このうち、パイン

- 13~-



ア；；プ；バま、 19 5 0年代の後半から浴芦とりぎて尺い 1 9 6 1年頃から溶 し、水

器は、さとりぎびと反対紅 lD t¥ l年頃から 減少してきた。パインアッフ゜

で、も '(中縄産以外のふの瓦 55 96の暫定関税をかげる により、

る買入れ等vc関ず ;、"ャ
Vl, ふ~ ぐ f

本土側が、 げため、し vて；伸びにものである。しか

し、収獲作業に多くの労力を集中的忙必要とするさとうぎびは、労働不足のため、 19 6 6年度から

作付が減少し始めている。これこ反し、パイ>''!ップルは、家族労働忙より、特に醗女子でも

業が容易に行なえるだめ、今後もますまず作付か増田する煩回にある。

燭は、さとうぎひと反対 (I[ヘ l g 6 2年頃から急速紅減少し, l 9 6什千度！ては、
ー。

％を割るしで全ったが、 19 6 7年度忙は、 して＼ヽる。さつま 1,,ももまた、パインアップJい

さとうぎびと~反対に、 19 5 0 

めている。［米価問題佗ついて

資料 l6を参照〕

の後半から急速紅減少したか、 19 6 6年項より、再び増加 I始

5を参照冷水稽 s 、さとうぎひの作付の将来忙ついては参考

第 l8表

（ヘクタール）

I三 19 5 5□ 9,67 0 11り二ニ- 119671I 1 

6出沿 1 10,540 13的 7 29,674 27 

12,431 11,730 11,728 10,5加 4,262

17,715 11,911 10船 B 8,094 I I 4， 889 

1,826 1,278 004 約3 10 
＇ 

6,779 4,395 屯，284 2.781 289 

30 如9 4約刃5 3f:IJ 893 462 

142 100 79 73 61 侶 55

2,853 2,522 3, 鉛 7 3,128 2,340 1,955 2,026 

※・・・・・・（）内は収獲面積、 （）なしほ、作付面積（その年度収獲しないものを含む）

※※・・・・・・ 1968年に収獲可能な面積（目下立毛中）

（たばこ、 他は統計局）

※ 沖縄産パインアッフ゜ル罐詰の、日本政府買入れ価格は、スパイラル 1ケース l3号罐、 8ダース）

CIF9ド！レ 40セントである。台湾産のそれは、 FOB6. 0ド）レ (CI F、諸かかりを加えても

7ド！レ以下）であるが、これ紅 55%の関税をかけ、沖縄産品の保護をしている。

※※ 昭和 42年沖縄産糖の日本政府買入価格は、トン当リ、 CIF 80,400円である。これに対し国

際価格は、次のとおりである。 (CIF、概算）

昭和 37年度 3 8年度 3 9年度 40年度 4 1年度 4 2年度

5 8千円 6 7千円 2 5千円 2 l千円 l 8千円 2 0千円

-・~ 14 ... 



9表
（ト

1 9 5 9 6 0 1 6 2 B 6生

祉給，950 却4,90も 6(う7,汲尼 1,074,510 

パイゾ了ップ！レ 800 28,813 33,788 83.556 H2,718 認，831 卯さ752 叩 印0

水 稲 棧），290 22,807 28,765 認，776 22.574 tl,9訟 ¥J,214 7,4斑6

さつまいも 3訟，認5 173,8滉 180,328 135,050 98,16fi 6H,618 汎，135 86,887 

麦 類 〕，654 U61 1,001 624 如 8 17生 55 }29 

大 豆 6,788 ,:J,,871 4,005 2,895 315 沿3 翠~4 2彗

たば こ 35 'I復｝ 573 5'24 473 419 預）7 団 5

そ

ォ哭こ、 復｝ 115 じ105 151 139 147 じ1.24

さ ¥,、 愁，923 区3,622 ,75,1, 51,563 鉛，om

（たばこ、 他は統計庁

大豆およ も、同様（疋パインアソフ゜炉およびさとうぎびの増加忙伴ない、 し、 19 6 7年

vc至ってもなお、減少を続けている。たはこは、僅か B50~450ヘクター加程であるが、 1960年

以来、横ばいないしやや増の傾向匠ある。

なお、単位面積当りの収量は、第 20表のとおり、 l9 6 0年以降さつまいも、パインアッフりレぉ

よび水稲が、僅かに向上しているが、年によるふれもあり、さつまいも以外は、

し、

゜
第 20表主要作物の 10ァー，w当り収量 (kg)

ヽ--疋罠 19 5 5 'i l 9 6~I 9 -!:l 5 I l 9 6 6 I 

:),565 8,165 5,823 

パインアップル ー 2,0 30 2,070 2,500 

水 稲 243 197 223 2:39 

さつまいも 1,820 1,527 1,600 2,150 

麦類 IJ0 
80 80 I ＇ ,, 

大豆 111 60 87 7 6 

たばこ 114 157 141 181 

茶 63 222 202 222 

（たばこ、茶は晨林局、他は統計庁）

なお、作目別の 10アール当り収益及び家族労働報酬は第 21表のとおりである。

2)畜産

家畜・家禽の飼養頭羽数は、第 22表のとおり、肉牛は 1g 6 0年頃から、乳牛は、 19 5 0年台

の後半から、それぞれII諏周に伸び、鶏も l9 6 0年頃から急速に増加し、鶏卵の完全自給に達してい

る。また、豚は、 3年くらいの周期で、増減を繰返し、やや不安定であるが、戦前の Vベルを上廻っ

ており、畜産に占める比率は高い。馬および山羊は減少しつつある。なお、畜産が堅調に伸ひている

--15 -



第 2l表 作目別 l0アール当り収益及ひ家族労鋤報酬

こ-~ さつまし、も パインアップル 水稲一期 水稲二期 葉たば ！ 

1964/ 1965/ 1964/ I I 1965/ 1966/ 1965 1966 1065 1960 19印 19G5 I J-966 
65 66 65 00 67 

粗収益 116 54 101.12 ll077 128.98 132.53 62.20 鵜，25 旬.6:-1 49.11 的位 l蝕 .19170.06 

第二次生産費 98.58 88.87 
(80.65) (86.07) 1I (87 27) 60 10 57 50 48.53 53.01 59 33 154<.88 153叫

切 .99 95.84 95.01・ 

純 収 益 17.98 12.25 
(30.12) (42.91) けも.26)

2.10 ー糾.25 —7 .95 ーサ.98 --{l,91 ー10.69 18 58 
19.78 33.14 37.52 

I 

家族労働費 牡.70 知.20 24.59 28.72 30勾 39 91 30.96 so.17 s2.47 I I 1.69 84.14 88.07 

家族労働費を 53.88 
(56.06) (57.35) (56.78) 

27.19 26.54 70.74 65.41 
除く生産費

却 67
66.40 67.12 64.52 

18.41 20.54 22.08 

I 

家族労働報酬 62.68 函,45
⑮'1<.71) (71閏） (75.7 5) 

35.01 16.71 22.22 28 57 27 .34 
7345 I 106.65 峠 .37 61.Sfi 68.01 

・家族方働時間 197.26 16ia.50 認1.09 127.49 12:3.75 131 115 訟737認6.54129 28 377.33 329.l ¥ 

1時 鱈間当り家 032 0.33 (0.45) 1 I (0.56) (0.61) 
0.26 0.15 0.17 0.28 0.21 0 p3 0 32 

族労 酬 0.37 0鉛 0 55 
1日当り (8 (3.60) (4.48) (4.88) 
時間として） 2.56 2. 叫 2.08 1.20 

訊 0112 l.84 l.69 
1.8:3 2.56 

家族労働報酬
2.96 3.92 4.40 

平 均反収 8,165 5.832 6,300 7,500 254 汲）0 247 53 26.5 

（注） パインアソプルの( )内は開墾費を除いた額てある。

（統計庁：農作物生産費調査、葉たばこは農林局農政課）

のは、肉類に対する旺盛な需要と、生産における多頭飼育による飼養規模の拡大が進展しているため

である。飼養規模の拡大については、全般的には零細経営の域を脱し得ないが、近年、開発資金融資

の恩恵を受けて、経営規模の拡大と、多頭化飼育への煩向が助長され、協業経営、専業経営およひ企

業的経営が進展しつつある。

第 22表家畜飼育頭羽数の推移

元辰～墨直 肉牛 乳牛 馬 豚 山羊 鶏

1 9 3 6 26,627 46,824 129,544 155,198 38 9.918 

1 9 4 6 1,9 g 1 7,733 14,243 10,758 40,2:36 

1 g 5 5 12,649 17 2 2 l.148 136,508 9 2J 51 272,706 

1 9 6 0 13,031 516 16,825 144,264 66,847 407,210 

1 9 6 3 18,248 880 15,508 106,0 2 5 54,921 982,331 

1 9 6 4 19,48 7 1,032 14,396 146,614 56,586 1,133,583 

l 9 6 5 18,3 1 2 1.20 4 13,067 168,083 51,162 1,215,032 

1 9 6 6 l 9,012 l,42 4 11.6 3 2 18 9,7 7 9 38,558 1,390,322 

l 9 6 7 20,528 1,660 11.3 8 2 1 7 3.12 4 37,294 1,530.9 9 5 

(1936---1966 沖縄畜産会報 1967年度

19 6 7 農林局畜産課 ） 
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第 23表 一戸当り飼養規模の推移

年度 豚 鶏

J 9 6 2 2,8 'ヽ-'）・r I :-l 2 

l 9 ti B l. 2 8 1 l a, o 2. t¥ 4 3.0 

l 9 6 4 -l • n I 8. 7 1 l B,H 2 7 5 9 7 

l 9 6 5 L7 屯 9 Ll 4,. 5 2. fJ 7 9 5 

1 1. 8 4. 6 1 } 5.4 2 7 l l 7. O 

2. 0 屯 8 5 込8 l 8 9, 0 

第 24表家畜飼養規模別農家数比率

19 6 5年 6月末現在

l 頭 I2 頭!3~4頭 I I 
% % % 

50 4 1 7 o 
'---..-----___/ 

28.0 5 5.6 

※ 5頭以上 （沖縄畜産会報 1967年度）

家畜の主要飼料であるさつまいもは作付競合関係忙あるさとうぎひ、パインアノプルの作付の急速な

増大に伴い、ここ数年来減少してぎた。 19 6 5年より再び増加の煩向にあるが、翰入飼料依存度は

また高く、従って農家支出に占める飼料費は割高となっている。

図類匠対する需要は年々 10数パーセノトの伸びで増大している。総需要量に対する島内産による

供給（自給率）が十分てなく、その結果、肉類の輸入量（加工品も含む）は毎年上昇している。一般

忙畜産物の需要は、毎年伸長している上に流通機構が未整備である為に畜産物価格に及ぽす影響も大

ぎく拍車をかけ不安定なもの忙している。

迅卵の需要も年々増加しているか、島内供給も、飼養羽数の増大により、 19 6 l年度 57 %であ

った自給率は、 19 6 5年紅は 96%となり、 19 6 7年にはほぼ完全自給の域に達している。

牛乳及ひ乳製品忙対する需要は年々 10数パーセントも伸長している。生乳の供給量は乳牛の頭数

の増加に対応して増大の一途にあり、 1頭当り年間搾乳量も 3,600kgまで高まっている。生乳以外

の乳製品の島内供給は極めて困難（これは原料乳の生産量が不足しているため）であるため、需要の

殆んどか輸入品に依存している。

なお、農業収人匹占める畜産収入の割合は、 19 6 7年度に 30形となっている。

--i'/~ 



第 25表 の供給と

（単位：千個）

年 次 生産量 輸入量 浩費 給率

9 5 1 26 呂82'7 にu白Iク必. 

1 9 6 2 （〕 41 紋召 0 25,000 0 b,0 7 8 

1 9 ti 3 13UB 1 16,489 令7,680 1,!)08 1 2 5,7 7 2 88 

1 9 6 4; 166,1 Z 9,025 7 5,148 2 LO 17 l 5 4,13 l 94 

1 9 6 5 172,022 4,2 6,266 2 9,5 ? 09 96 

（沖縄畜産会報 196 7年度〉

2 6表農業収入匠占める

年度 I
i I I I 

962 ! l953i19tH,1191:.15 !1966 ! 1957 

1畜産収入 I24.8 % ! 21.0 % I 2り0形 I27.3% I 26.3% I so.o免;I 

Z 農家経済

1) 農家所得

農家所得は年々増大し、 19 6 7年度匹は 1戸当り平均 l3 4 3ドルに達し、過去 5ケ年間侭月 4,

％増加した。これを対前年度比で見ると、 196 5年度 l2. 2 %, 19 66年度 11.3 %、 1967年度

1 6.8 %となり、比較的高い成長率を維持しているが、 19 6 7年度の伸びは著しい。しかし、農家

所得の内容を見ると、この高い成長率は、農外所得によって維持されているもので、農業所得は殆と

増加していない。農業粗収益は、 5年間匹 23%増加している匠もかかわらず、肥料、飼料、農薬等

生産資材費の増加により農業経営費かほぼ同じくらい増加したためである。これに対し、非農業の屈

庸機会が年々拡大し、これ紅伴ない兼業所得の増加が著しく、 l9 6 7年匹は、兼業所得は農業所得

の約 2倍匠達し、農外所得の動向が、農家経済を決定づけるようになっている。

2) 農業所得の形成の内容

農架収入で最も大きいのはさとうぎびで、次いで畜産、野菜となっている。さとうきひは,19 6 3 

年度には 52%を占めていたか、その後、畜産、野菜、パインの収入が著しく伸びたのに反し、さと

うきぴは、横ばい状態のため、その相対的地位が低下し、 19 6 7年度には、さとうきび 37. 8 %, 

畜産 32.0 %、野菜 1生 696、パイン 6.9 %となった。

3) 地域別農業所得

l 9 6 7年度の農業所得を地域別忙見ると勺第 30表のとおり、南部か 58 8ドルで最も闊く浴

北部、宮古、八重山は、ほぼ同水準匹あり、中部が低位l(Cある。

各地域とも、年度による増減が激しく不安定で麦るが、特に宮占のそれが目立っている。また、八

重山は、 19 6 5年度匹は最高であったが、その後、低下煩向にある。
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第 27表農家経済の動向

単位ドJV

項--目------．年．度 1 9 6 1 1 9 6 2 1 9 6 3 1 g 6 4 1 9 6 5 1 9 6 6 1 9 6 7 

農 家 所 得 654. 84 600.84 872. 40 920. 28 l, 032. 72 1, 149, 84 1, 碑.56 

農 業 所 得 294.00 290 88 娼 5.36 さ渇.06 456. 60 447. 33 妬0.36 

農業粗収益 4あ.64 印.00 577.08 537. 72 675. 60 600, 12 708、24

農業経営費 161. 併 156. 12 141. 72 154. 68 219.00 218. 76 257. 88 

農 外 所 得 360. 84 369. 96 437 16 537. 24 576. 24 702. 48 892. 2() 

農外事業等収入 48. 岱 59.64 53. 76 70.80 鉛， 92 81. 叫 114. 12 

労賃俸給収入 189.00 214.92 284. 16 350.88 422.88 船8.64 602. 28 

被贈扶助等の収入 ‘ 69. 48 72. 12 82.92 88. 08 97. ffi 136. 56 

財産利用収入 123. 36 24. 12 25.80 26.04 19. 68 29. 64 36. 60 

その他収入 1. 80 1. 32 6. 12 1.68 4. ffi 2. 叫

租 税 公 課 11. 76 10.80 15. 12 23.88 23. 76 27.96 35. 如

可 処 分 所得 6俎.08 650. 04 857. 40 896. 位 1,009.00 l. 1.21. 88 1,307.16 

家族家計費 517. 20 551. 糾 617. 16 701. 04 755. 04 8蝕.20 963. 00 

農家経済余剰 125.88 98. 40 24-0. 12 195. 24 253. 92 277. ffi 幽.16 

消 費 性 向％ 00. 4 84.8 72.0 78. 2 74.2 75.2 73. 7 

エンゲル係数％ ⑱ .3 53. 7 52. 7 51. 1 51. 0 50. 5 岱 .6

（統計庁：世帯経済調査）

第 28表農業経 営費の構成

単位 ドル

年 度 1 9 6 1 1 9 6 2 1 9 6 3 1 9 6 4 1 9 6 5 1 9 6 6 1 9 6 7 

農業経営費 161.7 6 156.12 1 41.7 2 154.6 8 219.0 0 2 18.7 6 25 7.88 

暦用労賃 11.16 9.9 6 13.0 8 15.2 4 24.24 24.48 26.0 4 

種苗，苗木 2.28 1.80 1.68 2.16 1.9 2 2.0 4 2.8 8 

肥 料 12.2 4 18.7 2 20.8 8 24.48 34.44 43.80 4 7.40 

飼 料 7 5.60 7 5.7 2 59.0 4 60.60 101.16 7 8.60 116.8 8 

農用薬剤 2.28 1.8 0 1.68 2.8 8 3.7 2 4.08 5.8 8 

諸材料 0.48 0.8 4 0.9 6 0.96 2.7 6 3.00 3.12 

動 物 35.7 6 22.20 22.20 29.0 4 2 9.04 36.84 24.9 6 

農 具 4.20 8.88 5.16 5.04 4.5 6 6.7 2 5.48 

晨具修繕費 0.9 6 0.84 0.48 0.24 0.48 0.7 2 0.9 6 

賃 金 2.64 3.7 2 4.80 5.40 7.44 6.60 8.04 

小、作料 1.6 8 2.28 1.8 0 2.52 0.04 1.9 2 4.68 

加工原料 1.9 2 1.3 2 1.3 2 0.3 6 0.48 0.2 4 0.36 

農業雑支出 10.4 4 8.04 8.64 5.64 6.84 9.7 2 10.32 

現金支出 10 6.6 8 10 5.3 6 107.0 4 12 92 4 18 9,6 0 191.0 4 2 22.12 

（統計庁：世帯経済調査）
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第 29表農業閉収袖の構成

哨位： f; レ

1:~目＼：：
I} 5 1 l 9 6 2 l 9 6 B 

Iふぷ I~~ 額 1胃成I贔茎I乾頷 i胃ox→ 1ふぶ I旦汽l
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6

0

2
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』

E

1

7

0

ー

3
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8
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』

0
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0

0
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0
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ー0

0

4

6

0

 

0

8

2

7

,

g
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.

＾

’

`

 

砂

3
1
0
2
6
1
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お

1
2
8
2
0
8

9

の
1^

5

0

1

4

 

3

1

 

3
 ，
 0

1

8

8

 

，

｀

 

形

e

i

 

0
 
0

0

0

,

0

 

o

l

l

 

ー7
6
7
2
3
6

印

00

く
っ
．
←
~

5

5

0

3

ど

5

4

2

 

4
 

計

類

類

豆

砂 糖 20.お 4,.41 20. 04 1:3. 08 2. 9 12. 9tl 5. 64 

さとうきび 101.28 22. 2 101. 04 l知 56 33. 2 148. 44 301. 岱

そ 菜 48.96 lD. 6 32. 28 00. 52 11. 3 冴.44 48. 96 

パイン 27.00 6. l 27. 約 14.如 3.2 14.28 15.24 

IJOO 飴I姻 12

牧 5 7,()8 

l゚) 1 0 12 

5. 5 9 ~e,)n ,_ 

0. 2 O . x・生

i 

i. o I「)、 Iう4i 0ら 84

I 52. 3歌）l. fi8 257. 00 

8. 51 33. 48 52. 08 I g 7 

2. f, I 15_ 12 18. 9(¥ 

船 r;12m1. 8呂

冷 24

B. 5 i rn, c3'l 

その他の作物 I7. 80 I l. 7 7且I5. 64 1. 3 5. 40 4. 08 I o. 7 I :3. 84 I 10. 32 1. g ¥j改）

畜 産収入 122.16 加.8 117. 72 ,llL 00 24. 8 104. 64訟0.96 21. 0 113. 8呂 134.64 25 0 12tl. lti 

農産 加工 Is. お Io. 8 I 1. 20 I 2, 76 I o. 6 I 1. oo I s. 60 I o. o I 2. 釦

n'i 

6 
ー

AF-

ー`.t 

6 
ー

農業雑収 入 a.so I o.7 i 3. 12 令 32I 1、oI s. 96 4. 56 I o. s 

~ 
l 9 6 5 1966 1967 

総 額 I 1I 構成 1I I うち 総額 構成うち 総額 構成
比現金 比現金 比

％ % ／Oひ< 

ム口 計 675. 60 100 600. 00 666.12 iOO 593. 76 708. 24 10.0 

米 類 16. 没 2. 5 8場呂4 15.84 2.4 3.24 1s. 12 I 2. 5 

麦類※ ・ヽ／ゞ・ぷ・、‘ ※ 

0.1 0 ※l2 ’0※ • 24• 一大 豆 0.36 0 1 0 12 0. B6 

さつまいも お 64 5, 3 3. 12 31.68 4、8 2. 52 祁、 60I 5 2 

砂 糖 II o.96 0. l 0.96 0 12, — 

さ とうきび 311.64 46. l 3ll.64 訊 .92 45 8 訊 .92 27ti. 961 39. 1 

4. 2,0 I 2. 認 Io. 4, I 1. 92 

ち
金

そ菜 73.oo I 10. 8 I 53. ff¥ I 88. 56 I 13 3 I 68. ti4 I 81. 72 I 11. 5 

パイン 139.72 

その他の作物 8.64 

畜産収入 184. ffi 

農産加工 1. IB 

農業雑 収入 2.28 

氏g sg_ 60 I so. 05 4. 61 30. 841岱 .84 o. 9 

1. 3 7ゞ80 10, 56 l. 6 9.72 6. 84 1.0 

27. 3 175.92 17 5. 20 26. 3 166.32 201. 岱 28 4 

0.2 l. 牡 l. 92 0. 3 1. 32 0. 00 0. l 

0. 3 2. 16 6. 訟 0.9 6. 12 2. 28 0.3 

＼統計庁：世帯経済調査）
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第 30表地域別農家の農業所得
単位 トル’

ぃ中 ：~部tj::169~.8:0 1臼166.0［~三,.... 
1U65 -lll66・・-r I I l1g57 

呂 384.0 4 456.60 447.36'I 450."6 

2 415.o s 4os.o8 I 386.16 442.44 

8 2 7 7 .8 0 2 7 1.4 4 256.44 343.56 336.12 

南
部 30 1.08 3 40.44 5 64.9 6 4 9 7.7 6 5 4 6.8 4 62 4.48 58 7.88 

宮 古 8 6 1.0 8 3 9 3.8 4 4 2 5.6 4 2 8 8.48 5 34,9 ti 377.76 404.0 4 

八重山 68 4.3 6 40 6.82 48 1.44 40 3.3 2 7 4 s.4 4 I 5 o 4.3 6 I 4 2 6.o o I 

（統計庁：世帯経済調査）
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圃 沖網仄袋ける農業関係試験研究の現状と閏題点

1. 試験研究機関ならびに試験研究の現状

1) 組織、研究関係職員、予算

農業試験場、畜産試験場、家畜衛生試験場、琉球大学農学部および模範農場の組織、職員数、予算

等の現況は、次のとおとである。

ア 琉球農業誤験場〔参考資料 7参照〕

琉球農業試験場は、戦前の沖縄県農事試験場の後身で、総務課のほか 5研究室をもつ本場と、各

2~3係をもつ 4支場で構成され、 19 6 7年度の定員は 28 9名、内、研究職は 82名、予算は

日政援助を含めて約42 2千ドルである。但し、その内、人件費は 33 1千ドルを占め、研究費は、

僅か g1千ドル（内、 61千ドルは、日政援助紀よる施設および機械略備費）である。

庶務係
総 務 課

ーロ企画調整係

ーロ普通作係種芸研究室
圏芸係

ー経営係経営研究室
機械係

工栽培係荒作研究室
育種係

ー化学研究室

病理昆虫研究室

名護支場

コザ支場

宮 古 支 場

八璽山支場

係

係

係

係

係

係

係

係

係

係

係

係

係

係

係

料

学

工

ン

こ

作

ン

乍

作

ィ

ば

通

ィ

虫

理

稲

作

樹

ィ

肥

化

加

壌

糖

産

士

製

農

昆

病

水

庶

．

ハ

茶

た

花

将

煎

．

ハ

煎

t
」

□

」
エ
王
エ

第 1図 琉球農業試験場の組織
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第 31表 琉球農業試験場の職員配置と職員数

r-総9~繹 務 一 ） ー／ロ課ー22(]一バ)＇宰長及び

研究官
~~ ---

3 
内場長］人

I袖芸研究室 31(4) 3 

経営研究室 lll(2) 3 

庶作研究室 2 5 (4) 3 

化 学 研 究 室 16(7) 4 

I病麟虫研究室 11 (3) H 

小 計 122 (21) 19 

名護支場 7 7 (0) 5 

コ ザ支場 2 1 (0) 3 

宮古支場 2 3 (0) 3 

八重山支場 4 6 (2) I 3 

総 計 如（加） I 33 
（ ）は琉大卒以上とみとめられるもの

ィ 琉球畜産試験場［参考資料 8参照〕

一般事
務職

8 

゜
゜
゜6 I 5 

゜4 2 

゜28 17 8 

13 ， 4 

2 I 1 2 

2 3 2 

6 6 2 

51 36 18 

(19 !.l 7年 9月）

2 

゜45 5 

45 1 

12 l 

12 l 

28 1 

142 ， 

琉球畜産試験場は、 19 6 6年8月に琉球種畜場を改組し、研究に隋手したばかりである。本場

は庶務課のほか8研究室から成り、別に 2~3名宛の研究職を有する 4支場がある。 l9 6 8年度

の予算は 28 6千ド］レ、その内訳は、研究費 26千ドル、種畜育成牧場費 9千ドル、運営費 14 2 

千ドル、人件費 10 9千ドルとなっている。また定員は 74名である。

庶務課

大家畜研究室

ーー中家畜研究室

飼料研究室

羽 地 支 場

—石川支場

宮 古支 場

—―八重山支場

第 2図琉球畜産試験場の組織
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第32表琉球畜産試験場の職員配置と職員数

作業職 lt 

1 

庶 務 課 1 5 

大家畜研究室 3 1 ,、,） ， 
中家畜研究室 4 5 ， 

室 5 5 10 

13 l 4 l 5 84 

羽地支場 2 'ゎ) 0 10 

2 7 l 1 

2 5 ， 
2 5 J 0 

12 l 38 7 4 
―-」

ウ 琉球家畜衛生試験場［参考資料 9参照〕

琉球家畜衛生試験場は、 19 6 1年8月、琉球獣疫血清製造所を改組したもので、庶務課のほか

3室から成る。定員は 43名で、 19 6 8年度予算は、 25 4千トル、内訳は研究費 67千ドル、

運営費 86千ドル、人件費 75千ドルとなっている。

庶務課

調査室

造室

検定室

第 3図 琉球家畜衛生試験場の組織

ェ 琉球大学農学部〔参考資料 10参照〕

琉球大学は、 19 5 0年 5月匹設立され、法文、理、工、教育およひ農の 5学部より成り、現在

農学部（学部長は高良鉄夫）には、農学、農業工学、農芸化学、畜産学、林学および家政学の 6学

科がある。家政学科を除く 5学科の教載員は 31名で、教授 6名、助教授 14名、講師 4名、研究

補助峨 7名の構成となっている。また l9 6 7年度予算は 36千ドルて、その内、研究費は 16千

ドルである。

オ 琉球模範農場 (V. および参考資料 11に詳述〕

琉球模範農場は、プース高等弁務官の発意により、 19 6 1年以来、日本政府、琉球政府、米民
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第 B3表 と賑員数

務職 躙環等 作業職 ~
 辛

ロ
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冷とう精液実用化

乳牛のサイ V ージ給与

中小家畜 ( :,) 

豚の三元交配

豚のサイ Vージ給与

豚の椎骨

畜産加工

飼料作物 ( 5) 

ウ 琉球家畜衛生試験場(16項目）

ピロフ゜ヲズマ

豚のげり症

日本脳炎

鶏の呼吸器

生物学的製剤改良

）

）

、

ー

2

2

1

1

4

 

(

（

（

(

（

 

Toyo Plasma症 (2)

予防液検定 ( 3) 

繁殖障害 ( 1) 

エ 琉球大学農学部 (29項目、但し、農業経営を含まず）

農学関係 ( 4) 

西表島動物相の研究

甘庶の水分生理に関する研究

外 2

農業工学関係

土じょう保全に関する研究

畑地かんがいに関する研究

外 1

畜産関係 (11) 

l 3) 

牛の経産回数にともなう子宮動脈の変化に関する研究

外 3(家畜関係）

牧草地造成試験

牧草に関する三要素試験

養豚飼料としてのギンネム利用

外 3(飼料関係）

土じょう肥料関係 ( 3) 

琉球土じょう微量要素に関する研究

外 3

農芸化学関係 (4) 
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泡盛こおじ茜の研究

外 8

病害虫、その他 (4) 

核酸成分によるパイラスの伝染

外 8

オ琉球模範農場

肉牛、豚と結合した輸作に関する技術体系の実証試験および経営調査

水田の三毛作栽培に関する技術体系の実証試験

部門別試験

畑作 （さつまいも 2、除草 1、さとうきび 1)

水田作（気象環境改善 1、土壌改善 2)

畜産 （豚多頭省力管理 1)

機械 （利用、性能、機械化各 1)

3) 研究管理

農林局農業改良課は農業試験場、模範農場を、畜産課は畜産試験場、家畜衛生試験場を所管するが、

農林局には、試験研究の管理、調整をする機能はない。琉球大学は文教局の所管に属している。

ただし、行政組織法の規定に基づき、農林畜産業技術連絡協議会規則を設けて、そのなかで誤験研

究の管理・調整等をおこなうよう努めている。

4) 模範農場における技術援助と農業試験場、畜産試験場の試験研究との関係

ア 模範農場は、農業試験場、畜産試験場の試験研究成果を、組立展示する技術体系のなか爬組み入

れて実証試験をする。

組立に必要な技術素材は、農試および畜試で用意するのを立前とするが、現実には、これを欠く

ことがあり、この場合は、止むを得ず模範農場において部門別の試験をおこなう。

各年度の試験、調査は技術連絡協議会にはかる。

イ 実証試験の過程で生じた問題は試験研究機関に提示し、研究してもらう。

ゥ 疇試験との協同試験の動きがある場合は積極的に進める。

例 畑輪作における病害虫の発生相と防除試験

（琉球農試、病理昆虫研究室およぴ技術援助でこの研究室に派遣された農研の荒木技官との協同

試験）これは、非常によい成果を上げた。

2. 試験研究推進上の問題

1) 試験研究の規模

琉球大学および模範農場は別として、農業試験場等の定員、予算等の規模を、本土のそれと比餃す

ると第 34表のとおりで、本土に比べて、著しく劣るものとは考えられない。琉球農業試験場は、畜

産、林業および杓産以外の農業を対象としているため、本土の農業試験場と単純に比較できない。従

って、第34表においては、狭い意味の農業試験場として、晨事および園芸に関する部門ならび匠広

い意味の農業試験場として、上記のほか茶業、蚕業、利用加工、経営経済を含む部門について、それ
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第；ぅ 4表 農試、 畜試の規模
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（注）①琉球農試は、日政援助 6l.4 8 B l、ルを含む

②本土農試平均A・...…•晨事、園芸部門のみ

（か本土農試平均B--。......農事、園芸、茶業、哉業、利用加工、

本土:,t l年度 (4 l年 4月~42年 3月）

琉球： 19 fi 7年度 (4l年 7月 ~4, 2年 6月）

（）内は、総数忙対する研究員数、ならひ 忙対す ,l)比率

ぞれ県立機閃 し、 Bとした。

業試験場は、 Aよりも鯰定員、研究者数ともに多く、 可じである。 Bと
， 

、か、研究者姑は 9人、約 l害1i少なく、稔予算は約ユて麦， r -一
3 

＇）。 方、経済規模等の面が沖網

公々
玲ヽ心し

に類似し、屡々比較対照に用いられる島根県（農試の予算、 、全国 3g位）に比ぺると、鯰定

員は 2.9倍、研究者数は約 3割多く、総予算も約 5割上l叫っている。

一方、畜産試験場も研究者数、

著しく優位にある。

面ては、本士の平均とはけ同じであり、島根県匹

また、 19 6 8年度の試験研究項目数 i、農業試験場は 22 0、牽

試験研究機関に比へて、遜色ないものと衿えられる。

2) 試験研究機関の内容

1 lで、

形式上は、一応整っているように見えるか、その内容を見ると、干分とは云い難い。農業試験場侭

ついてみると、研究費はAの約 6割、 Bの 5割妬過ぎす、研究呉 1人当り 1 1 0 0ドルで、

Aの約2300ドル、 Bの約 2(100ド］レ匠比へて著しく少な ¥,'o

比へれば、やや充実している。）

（但し島根県の 1人 lO O 0ドルに

また、農業試験場の研究者は 82人いると云うものの、琉球大字卒業梓度以上の者は 2;3人忙過ぎ

ず、卒業後数年以内のものを除くと、試鹸研究に十分取り組めるものは、極めて僅少ではないかと考

-28-



えられる。試験用地は末整備て、施設、機被も整っていない。

試験研究項目は ZZ 0あげられているが、その大半は、とのように設計、実施されているのか把握

しにくし、状態である。

3) 琉球農業試験場の弱体部門匠ついて

現在の農業試験場の体制匹ついて、関係者は基碇研究部門と育種部門の弱体を強く訴えている。炭

業試験場長の説明によると、次のとおりである。

(l) 基礎研究の欠除

農業試験場は沖縄の特殊事情のため基礎応用及び実用の総怠て忙亘る研究の性格をおわされている。

しかも、対象作物はさとりきひ、パインア、ノプ｝レ、水稲のほかさつまいも、馬鈴薯等の晋追作物、

そさい、花舟、束樹等の園芸作物、たばこ、茶等の特用作物等多種紅亘っている。

しかし、沖縄農業の現状は内外の複雑な情勢下て囃t問題か山積しその改菩合理化が緊急課題であ

るが、当面は技術面ては所謂生産性の向上のため、直ち 1疋農炭の役に立つ経済性の高い新技術⑰姐

発が急務であるのて、農業誤験研究匠おいては実用試験或は応用試験を優先的に実施し基礎試験は

やむを得ないものを最小限度匹とどめている。

このよう忙基礎研究が欠けているため試験研究結果の由因の変動忙あってその分析評価判定に困

難な場合か多く、また、基礎研究忙基づかない実用試験は効果的推進忙遺憾の点が多い。とこちか

現在の農業試験楊は施設人容、資質予算等貧弱な上、前記の如く作目も多種多様匹亘っているりで、

基礎研究は殆んど不可能である。

図育種事業及び有用作物、有用植物の蒐集

農業試験場においては各作目忙ついて次の如く品種改良を行っている。

ア さとうぎび・・・・・・・・・・・・・・・交配育種及び品種導入選抜

イ パインアッフ';v...... 響•優良系統迭抜

ウ 水稲・...................品種導入選抜

エ さつま~'も・・・・・・・・・・・....交配育種、品種導入選抜

オ 馬鈴薯・・..................品種導入選抜

ヵ そさ＼、．．．．．．．．．．．．．．．．．．…品種導入系統選抜

キ 花 舟・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・•品種導入選抜

ク 呆樹・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．•品種導人

ケ たばこ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・品種導入

コ 茶．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．•品種導入

農業生産の飛躍的発展は品種改良による優良品種の貢献度が絶大であるので前記の如く努力して

いるが、育種事業は、大規模な施設予算及び高度の技術を有する適切な人容等とを必要とし、現在

の農業試験場の施設人容技術及び予算では極めて無理てある。

また、琉球農業の現状から有用作物有用植物の発見が極めて重要であるが、琉球農業訴験場の現

状では殆んど不可能であり、未開拓の状態である。

4) 任意な技術援助、導入匹よる混乱

本土、アメリカ、ハワイ、台湾からの援助が随時いろいろのlレートから行なわれてぎた。研究者、
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それを整序して自分のものとするいとまかなく、清実な援助効果のみられる反面一部ではか

えって研究の推進、技術の改善にマイナスとなっている。

5) 研究意欲、研究へのとりくみ方等

研究者の、研究喋題選定、研究に取り組む心構え、研究努力等、研究の桔本忙ついて問題が多る。

本土との交流、，；り少なく、このような点を研鑽するような刺戟がないこと、ならびに、行政に振り廻さ

れ、落着いて研究匹打込めないような環境も一因と考えられる。

3. 試験研究の体制整備の方向

試験研究の体制賂備は、まずその基本的な体制をととのえることか先決、かつ早道と考えられる。

1) 研究者の育成

これまでの沖細は、必ずしも研究者の育成にめぐまれた環境であったとはいえないが、一部召ま技

術援助なと忙より有沼な研究者が生れつつある。

研究者が研究に没頭でぎるような身分、待遇を与え研究に必要な諸条件を整備するととも陀、当面

研究者育成のための研究指導を技術援助のなかてつづけるほか、今後、本土への留学、学会や詳験成

績・設計検討会（プロック会議等）への出席の道を閥くことが大切であろう。

2) 研究の基本施設、器材の計画的な整備

一般的にいって各場は圃場、用排水、農道、研究器材、普及のための施設等が未整備であり、時に

特定の立派な施設・器材が日政援助により導入されても人員や外の施設・器材とマッチして効果を発

揮する匹し、たってし、なし、0

総合的な整備計画を年次的に作成し、整備をいそがなくてはならないし、とくに用地の取得につい

ては行政部島の一段の努力が必要であろう。

3) 研究項目の検討、整備

沖縄の農業の現実のなかから技術間題を摘出し、課題を選定し、研究能力と見合って課題の分担、

協力関係を明確にする努力が必要であろう。

4) 技術援助、技術交流の合理化

授助を受けるべぎボイントを明確にし、これをもとにして既往の援助と関連のもとに統一のとれた

援助を受けることが大切である。また、広く台湾、ハワイをはじめとする熱帯、亜熱帯地域との試験

研究、技術の交流を計画的に進めていくことも大切で主る。

5) 普及、指導との密着

試験研究結果をそのまま普及に移すことは本土以上に効果が期待でぎないようである。

まず、試験研究機関のなかに実証、展示の場を広くもち、普及、指導関係者との密着を図ることが

大切である。また、さとうきひ、パインアップル、肉牛、豚等の企業的生産擬場とも連けいして近代

的な技術、経営方式を展示、普及することも考えられる。

6) 試験研究管理機能の整備

以上のことを行政的に推進していくため、琉球政府のなかに試験研究全体を総括的に管理調整する行

政機能が紺11:!'.、研究効率は一層高くなるであろう。

7) なお、基礎研究部門および育種部門の強化については、今後慎重忙検討する必要があろう。
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忙沖縄農業に苫ける技術上の主要問趙点

1 沖縄農業が当面する技術上の重要問題

沖継農業が現在直面している間題のうち、技術的解決を迫られている主なものは、次のとおりである。

1) 省力、機械化作業技術の確立

最近の著しい経済発展に伴い、農林業から第 2次、第3次産業への労働力の流出が著しく、特に若

令層の流出が多いため、農業労働力の不足と就業構造の老令化が目立っている。このため、作物の集

約的な肥培管理か行なえず、生産の低下を招き、或は農業労賃の高騰により、雇傭労力を必要とする

ものは（さとうきひの新植、収穫や田植等）、採算がとれなくなりつつある。この対策として、機械

化等匹よる省力栽培作業技術を確立し、労働の生産性向上をはかることが大切である。特忙、さとう

きびの収穫およひ株出直後の肥培管理と、田植の省力機械化が重要と考えられる。

2) 畑作生産性の向上

本土の特恵措置により、さとうきひおよびバインアップルの作付が、非常に増加したか、砂糖の国

際価格の低落、本土の貿易自由化の進行等を考えると、現行の措置か将来とも続く保証はなく、これ

ら主要作物の生産性の向上を図り、国際競争力を高める必要がある。このため、さとうきひおよひバ

インアップルの品種改良、輪作による地力維持、施肥、土壌改良、病害虫防除等の技術の確立が重要

である。

3) 水稲生産の増大

沖縄の農作物の作付の変遷を見ると、水稲、さとうきひ、バインアップルの三者が容易に流動し、

経済的条件の変化に応じて、これらの作付面積の増減を繰返している。近年、さとうきびおよびパイ

ンアップルの高値輸出に対し、低価格の外米依存による食糧需給政策をとったため、 〔参考資料 5参

照〕水稲作付面積の著しい減少を招き、また農民の水稲生産改良についての熱意も上らず、米の生産

は大巾に減少し、米の自給率は 10%以下になり、 16百万ドルも輸入する有様である。貿易収支の

赤字を考えても、米の輸入を最少限に押えることは極めて重要であり、米の生産技術の改良が必要で

ある。

このため、稲の品種改良、 3期作技術の開発、施肥、病害虫防除技術の確立等が大切である。

労働生産性の向上については、 1)に述べたとおりである。

4) 肉牛生産ならびに飼料生産技術の向上

沖縄の畜産は、近年着実に伸びているものの、未だ戦前の水準の 70%程度にしか到達せず、肉類

の自給率は、 19 6 5年に 63, 4%であった。このため、立地条件を活かした肉牛の生産増加技術の

確立が必要で、特に、多頭飼育による経済的な飼養技術、さとうきび、およびパインアップル副産物

の利用、さつまいもを含めた飼料作物の栽培技術、多頭飼育に伴う家畜疾病の対策技術の確立が大切

である。

5) 夏野菜栽培技術の向上

沖縄における野菜は不足気味で、特に夏野菜か不足し、その高騰か、物価上昇に影響を及ぼし、

1 9 6 6年の物価上昇寄与率は、野菜が 33,3%を占めている。したがって、野菜の隼産増加は極め
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て重要である。このため、 育成または導入、かんかい栽培、 あ

6) 当面す 、次のと苓りである。

第35表 当面する主要研究課題 (M, p。一ーーー模範農場）

題 名

技術

た圃場の整備条件と造成方法

培管理作業の省力機械化

ジャーガル）における作業技術

（例、砕土作業と施肥播種、さつ注いもの挿苗、

収穫）

④ さとうきひの管理作業（とく Vこ除草、中耕培土、

かん排水）の機械化、省力

゜ウ 水田作機械化

泥灰岩地帯（ジャーガル）忙おける田植機利用

゜三期作侭おける植苗紙利用

゜パインアップル更新時における切株、茎葉処理 0 

2) 畑作の生産性向上

ア さとうぎびの品種改良

゜イ パインアップルの品種改良

゜ウ 畑輪作（さとうきびーさつまいも一牧草）による

産性向上技術の実証

① 地力変動過程と施肥技術

゜R 作物生育相と栽培技術

゜R 病害虫発生相と防除法（農試の試験に協力）

゜④ かんがいの影響とかん排水技術

゜⑤ 有機物の投入によるジャーガル土壌の改良

゜エ バインアップル生産技術の向上

① 傾斜畑における地力維持

゜R 生育調節技術の改善 () 
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3) 

了稲の

A
;
 

1期作に和ける

2斯作における

@ 3斯作忙おける

ウ ジャーカ

゜
0

0

 

厄》
＼ジ

工こ （水稲、水稲ー緑肥ー水稲ーさどうぎひ冷

株出〉による水田の高度利用

オ施肥およ

゜
4) 

、ア
＇ 

（里毛和種、アンガス、ヘレホー k"
’‘‘‘ 

，、ジャロレ←今・、)

イ 経済的な肥育形態

① 畜舎構造（耐暑、耐合風構逹）

飼養の省力化（例、フィードロッ＇、）

④ サイレージ調製技術

⑤ パインカス、糖蜜、バカス利用

ウ

① 繁殖障害の除去

② 放牧期間における発育障害除去

工 飼料作物に関する技術向上

① 飼料用さつ充いもの選抜

② 夏、冬適牧草の種類の選抜

③ 飼料作物耕種基準の設定

④ かり取機利用技術

⑤ 病害虫防除

オ 草地に関する技術

① 大規模草地造成技術

② 草地の改良ならひにかんかい技術

③ 草地に対する放牧利用技術

゜
。

゜ 0

0

 0 

゜
。゚゚
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力 肉牛衛生技術

① 生理的繁殖障轡の解明

゜② ダニの生態ならびに防除法

゜③ 薯期における生理的障害の解明

゜④ ピロプラズマ防除の野外実験

゜
5) 野菜の生産技術

ア 耐暑性品種の育種

゜イ かんがい栽培

゜
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第 4図 場 の 組織

模範農場管理責任者 範農場長
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日 1 0名

管理責任者 1 

専 門 官 4, 

5 （運転『 2名、 2 汀ヽ，． イ， ヒ ,I , 名

3 l名

場 長 1 （場長は、 ） 

指 ,直,子含 が[j,' l 

研 ゲJロし 職 5 

研究補助職 5 

事 務 職 5 

作 業 職 ］中

第a6表 範農場の予算

{臼J 口！！

日 本 政 球 府 米国民政府 計

ドル Iゞ，il、9 ドル

1962年度（昭和36 ） 38,591 76,004 99,850 14,445 

lg 6 3 11 (11 3 7 II ） 2 8,96 l 50,760 - i 7 G,7 2 l 

19 0 4 I! (II 3 8 // ） 28,!161 29,083 ―. I 58.0を4

19 0 5 ff (fl 3 g // ） 2 5, 7 2 5 29、662 5 5,3 8? 

196 6 // (II 4 Q II ） 36,500 33.6 34 -t 70,134 

196 7 // (If 4 l 11 >I 39,300 45.864 -- I 85,164 

1968 II (11 4 2 // )I 40,200 60,798 - I 100,9 gs 

計 238,238 325,805 H 9,850 o o 3,893 

（注） l 9 6 8会計年度とは、昭和 42年7月1日~43年6月3()日を

いう。

5 覚書にもとすく業務 〔覚書Vこついては、参考資料 11参限 l
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第 5図 覚書忙もとすく 農場の業務

設置目的 (l) 

農業技術の改良およひ普及 (2) 

事業 (1)

改善技術の組立展示- 技術体系の設定、実証的試験、調査

技術研修 ＝ 一ー学課、実地研修

農業技術に関する調査、指導 -C:. 調査、指導の素材作成、提示

4 援助活動の進め方

管理責任者以下 5人の日本政府職員の仕事は琉球政府の設償にかかる模範農場のおこなう改善技術の

組立展示、研修ならひに調査、指導に対する援助活動であるか、この点は最近まで必ずしも明確でなか

った。

このため、丸杉管理官着任後、この点を明確にするようつとめ、 19 6 7年当初より次のような方針

で援助活動をすすめている。

1) 琉球政府の模範農場の業務を技術的に援助すること。

模範農場の展示、指導ならびに研修等の主体性をもった業務活動を強力に推進援助する。

2) 農場に関する琉球政府職員の業務と日本政府職員の援助活動の一体化を深めること。

両政府職員の業務を農場の設置目的にそって一体的に運営することは、従来、必ずしも十分とはい

い難かった。

今後、業務の分担協力の明確化、研修の励行侭よる意志の疎通ならひに日常勤務態度等を積み重ね

て常に努力を重ね益々一体化の実を深めて行く o

3) 他の研究機関との協力、分担を明確にするとともに援助のための技術活動を自由活発にすること。

在琉研究機関の試験研究への協力、分担関係を技術連絡協議会等を通じて明確にしたうえで、管理

責任者以下の援助のための技術活動を自由かつ活発にする。

また、沖縄に対する他の技術援助活動をはじめ、本土、台湾、ハワイあるいは熱帯地域等の研究調
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模範農場は、

の向上化技術的貢献をした0

レ｝ して、 おいては、主として米。いも

現在は、沖網の農業の動向にそなえて在琉研究機関と連けいして畑作、畜産、米作の経済的な生産技

術の体系化、実証展示忙努めている。

その間、研修生 70名を として全硫匹送り、毎月の展示会には 100~200名の参観者を

迎え、ようやく創設の過程を終え、技術成果の展示、普及およひ指導の機を迎え鋭意圃場の整備、技術

内容の充実に努めている段階である。

1 9 6 3年以来の発表成績は、次のとおりである。
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ポリエチレンフィルムを利用した水稲畑苗の育て方（ボケット版）

トラクターの利用法”機械編// (ボクット版）

甘藷サイレージのつくり方（ポケノト版）

沖縄の稲作改善と水田高度利用の指針

農業総合展示会資料抄録”農業経営部門 II

沖網における耕うん機を利用した飼料用甘語の栽培

l 9 6 2 

l g fi 3. 
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1 9 6 6。

l 9 6 6 . 

生

2
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1967.6 

なお現在おこなわれている主な展示、指導、推進のための指置は次のとおりてある。

1) 月例展示会
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引含つけるため、毎月、日時を定め う0 (1967年から

開始）

町村役場、 ゥ指導員を［ド心Vこしている0

2) 指導

水稲三期作、養豚の模範農家はかなりの成績を収め、 みている 0 廿村

のさつまいも、養豚は、村内の評判もよいのてこれをつづけるととも［こ畑輪作、水稲機械化栽培の模

範農家を宮古、八重山に設置することを計画している。

3) 研修

研修を終った者は、 70名に達し、 り、根強い技術的な力となっている。

7 技術援助における模範農場方式について

現在沖縄に対する狭い意味ての農業技術援助は大別して次の 3つに分れよう。

① 技術調査を行なって報告するもの

@ 2~6カ月程度研究室等加入るも Cl..)

R 模範農場Cl..)ように数人がチームとなって定着して援助活動をするもの

これらの方式は次のような問題も含んている。

①の 1カ月以内ては技術閂題の解決にはならない場合か多い。

②の方式は優秀な援助技術者の場合効果をあけているように思われる。ただし、孤立して扱助忙当る

関係で、援助匹当る者の苦労は並大低ではない。

⑧援助者がテーマを持ら、技術的作業や試験、調査を実施する。この方式は、人数の関係て余り多く

の課隠を担当できないし、主た琉球政府の協力体制、在任期間等の制約が強いが、最も援助効果を期待

できる。

このように考えると、模範農場の果す役割は極めて大きく、現行体制で行く限り、模範農場援助に重

点を置〈ことが望注しい。

8 模範農場からの要望事項

今回の調査に際し、模範農場から出された援助推進のための要望事項は、次のとおりである。

1) 専門職員の増員

少なくとも水稲、牧草、野菜、病害虫のスタッフを強化することが必要であるo各専門職員には 1

名程度の補助職員が必要である。

2) 土地、建物、施設の整備

圃場、農道の改良、特にかん排水工事の施行、独立した建物への職員収容、機械、施設の充実が必

要である。

3) 運営上の改善

ア 本土、台麓、ハワイ、東南アジアとの技術、研究についての情報、連絡を密接にする必要がある。

イ 研修を制度化する必要がある。

ウ 在流試験研究機関との協力、分担、普及事業との連けいを一層密接にする必要がある。
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沖縄仄

究機

る熱愕支だ

の動喜と

る動き

り

l 9 6 0年 2月;?,2日から 19 6 0年 4月 22日支ての間、林

も参加）として実施され、その執告書が 1960年 9月提出さ

その第 9項匹「亜熱帯地岐［こおいて行なわれるべ含 こ）い うべさて

ある」と

2) 

る

3) 

されている。

l 9 13 5年3月26日から 4月8日主で

われたか、そ0中に、

れ、沖縄にお吋

れた.o

(1 9 5 5年8月 lg日~8月2l日）ぷよ

(l 9 6 5年 9月2g日~l0月2日）の際に、坑球政府か

ることについて要求された、」

了 9月ao日午後 1時 40分から、 ホテルiておいて農林漁業関係 9団体の陳

次のと和り発言した。

支たは、亜熱習に属するアジア地域その他の地域の農業匠関する技術上の試験研究を夫施

ずるため、

これが認められれは、

ることとなるう。」

（仮称）を設置すぺ〈目下、予算要求を行なっている。

ぶけるこの研究所の研究成果は、沖縄農業の技術水他の向上屈寄与す

イ 同年 10月 l0日付0こて、 「農林大臣沖縄視察報告」を刊行し、関係者に虻布した。

〇 報告書の 1はじめ匹」のうち、現地における陳情、要請の要約のなかに、 (3頁、 6頁）

（七）亜熱帯農業研究機関の設置 が含きれており、それに対する考え方として［亜熱帯農業

の生産性を向上するため匹は、品種改良、栽培技術の向上等のため、試験研究を強化するこ

とか必要て、そのためには、例えば亜熱帯農業研究所のようなものを設置することか望まし

いと考える。」と述べている。

第 1部沖縄農林水産業とこれに対する協力について、

7, 今後の協力の方向

農業一般 のうら

広 試験研究およひ技術指導等の強化について

(1) 試験研究機関の充実強化（生6貞）

「品種改良、栽培技術の試験研究を強化する必要がある oとくに熱帯吉たは亜熱

帯に属するアジア地域その他の地城の農業に関する技術上の試験研究を実施するた
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1{ 
応ついて

［現在直ち

(88~9'.J貞）

る考えはなしこ＼て、沖寵 [Iiぐ },•;J る

して扱助することによって、当

沿うよう努力して祖いりたい。

なあヘ 主たは亜熱帯に属するアジ

を充実するため、

ることか、要甲しここたえる辺てある([)て、目下検討を進めている。」

と述べている。

4) 熱僭農業に対する

l 9 6 6年 7月 15、, 1 6日、

ポジウムが開催された。

その際、琉石産業研究所

（仮称）のような機閃を諷立す

シンポジウム妃おける提案匹ついて

2 0 

る

れ、＼その際上記・ン

し、熱帯農業忙ついて総

合的に調査研究を推進するととも忙人材の育成をはかり、沖罷農菜匹貢献するとともに東南アンア忙

対する技術援助の中継基地として活用することはとうかとの要望かあった。

5) 沖縄農業の基本間題と基本対策答申について

琉球政府は、農業基本法制定匹必要な諸間題を調査するため、主席の諮閂機関として 19 6 4年2

月農業基本間題調査会を取厨した。詞壺会は19 6 7年6月 8日主席に答申｀を行なった。その第 5生

産政策と諸施策のなかで熱帯農業研究所の設置が提案されている。その内容は次のとおりである。

「農業匹関するすべて<l)試験研究は、沖縄の並熱帯としての立地条件の基礎のうえ紅立って推進し

なければならないことはいうまてもないか、熱帯農業関係の文献集録と包括的な試験研究等を行たう

場として、熱愕農業研究所を設i麗する必要かある。

これによって、本土政府の東南アジア技術関係援助の基礎的研究と沖縄の資源開発匹寄与し得るも

のと考えるので、熱帯農業研究所の設置を本土政府に強力に要請する必要がある。」

6) 1 9 6 7年6月 l0日総理府特別地域連絡局長が沖縄tこ行った際、丸杉管理官から提出された農業

関係新規沖網長助主要事項に関する意見 (l9 6 7年 6月8日付）の一つとして、熱帯農業研究セン

；々ーの設置に対する援助が提案された。

熱研センターを考えた理由として、

(1) 西表、石垣は台中より年間気温が高く、植生は熱帯の相である。

(2) 琉大、九大の教授陣が再三現地を調杏し、文部省関係に熱研設置を働きかけ、沖縄タイムス如
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報道さ~れ旦狐化四勘きか活発てあること。

と0閲條かゥヽ

とし

ジくると、それで終り加なる苓それも感しられる

あると考えたこと、てあるQ

芦ける

、坑入I-しの熟愕

ずる 1 9 6 ? 年 7月 1日

日パE
1
 

王IヰE
/
 

以＂｝

，
 

ー¥
J
 

X〉

たいと見―↓(、

9) 総理府vこぢげる

6 7年 8月

らf;f、

している。

向と

i沖縄経済発展と

貧襲気候風□この悪条件はあるか打来日本か中国およ

アシア匹占めるてあろう経済上の地位、更tては東南アジア閲発援助に占める日本に）役割を考慮ずるな

る云々…」の後に「亜熱帯農業

1令一ど参照〕

したと~ こる応よると硫人のあり方加ついてふれた後「目

あるといわれるのて、これを沖縄に誘紋

匹ついて（案~）」しこついて

て！ したか、そのうら［沖網託

いし中継珪地として重要な地位を充足するに十分てあ

等か未来像として上けられている。

2 今回提案のあつた熱帯農業研究所関係事項

1) 松岡主席と

を受けたo

これによれは、沖網の農業振興を図るためには、レベルの高い研究機関の設置と、レベルの

し、同主席より「熱帯農業研究所設置について」〔参考資料 14参照〕要請

術者の養成か必要であること、ならひに沖縄は日本領土の中では、気候的に最も熱帯農業研究匹適し

ているため、東南アジア等に対する農業技術協力の足場として好適であることを主な理由とし、

島に日本政府直轄の熱帯農業研究所を設置し、特に陥礎研究、育種事業ならび匹有用作物およひ植物

の蒐集に重点を置いて事業を進めてもらいたい、ということである。

2) 琉球農業試験場長（新城幸吉）から提示された f日本政府に対する要望」の中で、亜熱帯農業研究

所の設置を要望している。

これによれば、沖縄を含む亜熱帯農業の生産性向上のため、諸作目の育種、栽培法、営農法の研究

を実施し、あわせて熱帯農業技術者の訓髄を行なう機関として、亜熱帯農業研究所の設置を要望して

いる。なお、もし亜熱帯農業研究所の設置が遅れる場合は、差し当り、沖網糖業発展を目的とするさ

とうきび育種研究所を設置してもらいたい旨、述べている。

3) 琉球大学農学部長（高良鉄夫）より、琉球大学附属熱帯農業科学研究所設立計画を提示されたo

〔参考資料 14参照〕

これは、熱帯農業に関する研究と教育を行なう機関で、構成は6研究部門から成り、教授26人、

総職員数 15 6人を擁し、西表島に設置しようというものであるo設置に要する経費全額およひ経常

運営費の大部分を、日本政府援助に頼ることになっている。
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('.)設立筐わる。もちらん、

も活用できるし、

して

なお、

としては、

る沖緬かた

と熱帯農業とを

ため忙必襄左、

他の

、と¥,9.9 

゜ で.,最も必要なのは、剌岐てある。そ<D刺会見紅際し、 ［ 

誘致し、そこに姦け こと

である，：万」と述べている。

2) 琉球政府か、

岨りと考えられる。

しているものは、次辺）

本士

基礎閂題

1 本土の気象条件下にふける

れない 目(さとうきひ、バ i.:/アッ

、 水稲三期作用適品種、

(l)家畜生i里およ

これら

を越える間題

る匹は、相当水準の高い研究者と

ト
{

こと

バインアップ）レ、、喜とうきひなどについては、他の国々においては（ハワイ、合薦に霜い

ても）充実した研究が行なわれており、かつそ

っている。したがって、かなり

らう。

このため、琉球政府としては、既存の試験研究機関

）の育種裟よ

ようてある。

した研究機関としなけれ紅、他国と

こ
i

.

 そ
‘
 

J

も、りょ

な

ないことと左

専念させ、基礎ないし応用研究については、 研究機関の誘致により、ここて担当さぜたいと

考えているようである。

3) 熱帯農業研究の立場から、沖縄は次のよう匹評価される。

沖網は亜熱帯に属し、熱帯と共通な作物の生育も見られるが、気象条件は第 38表および第6図の

とおりで、熱帯農業研究の場として、必らすし心適地とはいい難い。すなわら、

ア 沖縄の年平均気温は熱帯地域のそれに比べ、 5~6°0低く、注た石垣具匹おいてさえも、月平均

気温か 20°0以下の月は 4カ月あり、最低気温の月平均が l5°U以下の月は 2カ月ある。

イ 沖縄の日長隔差は那覇て 3時間 21分、石垣島で 3時間で、クイ、カンホティア等の約 1時間半

忙比へて大きいo 日長時間の僅かな動きに敏感な熱帯作物の生育に差か生ずる。

ウ 沖縄と熱帯地域では日

ある。

工 沖縄の気候が病害虫の生態的特性に及ぼ‘す影哨は熱帯のそれと差があり、病害虫の発生消長も異

（太陽熱エネルギー）の差が大きく、作物の生態的対応に大きな差が

なる。

これらのことから、沖網G'.)自然環境下で、熱帯農業技術の研究をおこなうには多くの困難がある＜ぅ

（圃場を必要とする研究は無理）
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.. ,-. 
. 一，りヽ イトトロン、温室ま なし得る研究瓦ついては、

用、

しかしながら、

打合せ等の便利なとこうて、効率的に研究を進め

適用およひ熱帯、

実施することが唱支しい。

、その自然条件からみて、これら

とあわせて行なうことは、熱

て重要てあり、亜熱

あると られるo これら (l_)

ことは、沖縄農業の振興忙も、また大いに役立つことになるう。

第 38表

1
1
 

i
 

ふ

L 名

沖縄と熱帯（カンホティア）

月平均気温 1月平均気温
2 5°0以上の月数 20℃以↑の月数

I年間全日

那

石

覇

垣

プノンペン

東し隻翌

2 2. o0c 

2 3.3 

2 8.0 

1 4. 0 

4カ月

4
 

2

l

 

ー

月ヵ4

4

 

8
 

日長

cal 1!1~、
1 3 oc叩年 13.8910.18 3.21 

1 3 0 

16 0 

12 fl 

0.30 

12.53111.19 

15.51~0.56 

3,00 

l.34 

4.55 

第 3g表 主要熱帯作物の生育適温等

気温

紅 茶 1 4~2 5 5 

ココナッツ 2 8 

オイルパーム 24~30 

コ‘ ム 2 6 ~3 0 
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沿革

となるまでの、 あ＼改＼

保ってし、た。ところか島津の付属国となってからは冷日支両属といっ）したような、とっちつかずの地筐

冗おかれ、

ら解放されs 正式忙日 府 43県のり

はじめて封

］県となった。

しかる侭 となり, i :} 4 5年の対日

おかれて今日忙＼，ヽ 、戸った。

3 条によ~へて、日

位 置

、北緯28度'東経 iら令度4,0分を起点としを化緯 24度、東経 I2 2度、

令度五、東経 l3 3度及び北緯 27度 戻経 13 l度 50分、北緯 27度、東繹 l2 8度 l8 

28度も東経 l2 8度 18 

び沢領海より成ら〔 19 5 3化

L 及び 19 5 3年 l2月2り日布令第 58号改正第 5号

(1) 沖縄罪島は北緯28度、東経 12中度40分を起点とし-. 北緯 28団東紆］＇ 8度 18分の応、、

東経 12 度〗名分翠北緯 ~3 7度、東経 l3 1度 50分の点、北jj¥/;':24度溶東経 13 

l 2 8度の点、及ひ北緯27度、東経 12佑度2分の点を経て起が忙至る。

2 4度 2分を起点とし、北緯24度 S 東経 l2 4度 40(2) 

及

(;J) 

2 4度、

3) 面 積

忙至

て起点忙至る。

2 7度、東経 124度 2分を起点とし荼

l 2 4度 40分の点を経て起点vc奎る。

〈琉球列島米

2 1隠~'東経 1 2 2度の点及ひ」じ

l 4 8 2号）

地 域 面 分比

O/f 0 

全 琉 球 2, 3 8 8. 2 2 1 0 0. 0 0 

沖 網群島 5 0 0. 6 7 6 2<8 4 

宮 2 5 0、01 1 OA 7 

八重 6 3 7.5 4 2 6. 

なお、主な島の面積は、次のとおりである。

沖纏本島

石垣島

直表島

l, 1 2 1. km2 

2 
2 5 8. 3 km 

2 
2 9 2. 5 km 
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も）地質心地 形

ら南店方向 筐向け 忙連なっており、 しわゆる硫踪弧

(RYUKYU Arc)を形づくっている"琉球弧は史杯地質罰形から内帯、 仄分けらか

てし、る。

属し、 北東方向・へは、 トカフ火Lil

列島を経て九州I'1)霧島火山択連なるものと考えられている。鳥島では硫黄を産出する。

中帯は古生層からなり、琉球の大部分の島嶋、沖纏本畠北部し伊平屋、伊是名、伊江、瀬底、古宇

利、屋我地、慶良間列島、渡名也、小洪、竹富、西表北東部を含み、琉球列島の某盤をなし

山脈を形以している。主匠チャート砂岩、石灰岩、粘板がい 「板岩、結晶片岩、緑色岩類なとからな

り、部分的忙班岩、花剥岩か貫入しているっ一属鉱床はこの中帯に賦存している。

外帯は、第三紀層が分布し、沖噸本且の中南部及び束方洵上の属島、宮古群島、西表晶の大部分、

与那国、波照出爪黒島などを含んている。畠尻層、八重山層がこれ紅属し、砂岩などからなっている。

第三紀層の上忙は部分的忙琉球石灰岩が残っており台地を形成している。琉球列島！ては全般的に珊瑚

礁が発達して自然の艮港湾の生成忙障害してなっている。

沖縄本島・・・・・北部は主忙古生層の帖板岩、千板岩、砂岩からなり、四海岸忙沿って班岩脈が点出し

ている。中央記急峻な山脈が走り、北より内銘岳 (421m),伊部岳 (355m)、与那覇岳(498

m)、伊湯岳 (454m)、宇橋山¥2 9 9m)、多野岳 (390m)久志岳 (I132m)、名護岳

3 3 8 m)恩納岳 (366m),石川岳 (224m)などがある。これが海岸忙せまって平地を小さ

くしている。

本部半島も古生層からなり石灰岩、板岩、チャートを主とし、八重岳 (457m)嘉津宇岳(460

m)、乙羽岳 (280m)などの山岳地帯をつくっている。半島のつけ根忙は沖積層の平地がある。

中南部は主に島尻層、琉球石灰岩、国頭礫層からなり、山岳はなく台地主たは平地をつくっている。

国頭礫層は琉球列島に広く分布し、沖纏北部でも海岸段丘をつくりわずかな乎地をなしている。

久米島＊・・・量•火山砕屑岩、安山岩が広く分布し、宇江城岳 (310m) 大岳 (326m)阿良岳 (287 

m)などをつくっている。西部忙は琉球石灰岩の広い台地があり、さらに東部および西部忙は沖積平

野が開けている。

宮古島・會••••殆んど全島が琉球石灰岩よりなり、西部忙一部隆起珊瑚礁があるだけで、山岳はなく低

い台地を形成している。わずか口野原岳 (107m)が最高点を示している。国頭礫層はないか、第

三紀砂岩は東北部海岸沿いにわずかに蕗出している。

石垣島•••••古生層は平久保半島、ホウラ岳周辺、屋良部半島して分布し主に結晶片岩、千板岩からな

っている。花刷岩はオモト岳 (525m)を中心忙西部、川乎半島に広く分布している。これらが高

峻な山脈をなしている。琉球石灰岩は南部に広く見られ、中央部の国頭礫層とともになだらかな乎地

をつくっている。第三紀八重山層は屋良部半島忙わずか忙露われるにすぎない。

西表島・雷••••北東部を除き全島殆んど第三紀砂岩層が分布している。北東部の古見岳 (470m) 附

虹には古生層の変成岩類が分布しており、その南北には安山岩、 f分岩などの火威岩が露出している。

砂岩層はいわゆる八重山央炭層で琉球唯一の稼行忙たえる石灰層を賦存している。全般的に山岳地帯

をなし古見岳、波照間森 (422m)コザ岳 (400m)、テドウ山 (440m)などの高山がある。

西部は海岸線の屈曲が多く深い良港をなしている。
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(l) 

2 3. 

る。亜熱帯海洋性気候と呼ばれ冬期

＜ 

、温暖で夏期も主た海風tて8 0%で概して

よって炎唇が和らげられている。温帯地方仕ど四季のうつりかわりはないが、 5月から 9月中旬ま

では酌の季節風で暖仮期' g月下旬から 4月までは北寄りの季節風で寒候期となっている。 G, 6 

月は雨期で日本の梅雨期忙相当する。年によっては「からつゅ」忙なる年もあり、このような年は

地下水不足を来すといわれ干ばつの害が大ぎくなるとされている。

?、 8浴 9月は酷暑と台風期で連日最底気温 80℃ 以上の暑さが続くこの期間台風が少ないと干

はつとなる。 10、11月は涼風を覚え凌ぎ易い時期であるか台風もあり、雨鼠も多べ。 12、L2月

は最も寒い期間で最低気温の極値は lO°C内外である。また北寄りの季節風の吹ぎ出しで小型船

の事故の多い期間でもある。雨天日数多く陰曇な天気が多いが空気が乾燥するため火災が多い。恥

4月は温和な季節であるが 3月上旬から中旬にかけて前線が停滞ししこの前線に波動性低気圧が発

生し東進するため、風の急変が起りやすく、一日 vc二回起ることもあり「 2月風廻り」と呼ばれ、

海上の荒れ日とされて、漁夫の最も警戒する期間である。このように四季を通じて概して湿和の気

候であるがミその状況は年々変動があって t 一様でなく、種々の異状現象もあって住民の生活佐大

きく影響している。

(2) 気候

最高気温

気温の極値 最低気温

接地最低気温
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(4) 千ば

気象災害忙は、 たつ主ぎ、 豪rr八

共肛 みて、

干はつ順位表

(5) 石垣島忙おける台風記録 (l9 6 6年度）

「＇ ― 
台風名 発生

年月

2号アーマ 5月 2l日

ニ・デイ 5月31日

l 8号コ ラ 9月 5 1::1 

2 4号ヘレン 9月23日 99 92 13.3 NNW 

（注） 1 8号コラは第 2宮古島台風で平野部落全滅
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校おげる―-

ある力＼干は

である。

してよ

1897~l9o5 

降水量及ひ降水期間

mm  

I 

4 4.5 
2 0日01時 17分～

2 1日l6時 35分

1 89.9 
3 0日l7時 5l分～

3 l日l4時 ll分

3 2 4.5 
4日20時 l8分～

7日03時 58分

21.2 
J 6日04時 l7分～

l 7日2l時 08分

226 N 12.7 
2 1日14時 37分~1

2 4日 10時 08分
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5
 忙つし、

る立法｛心 l¥J fl 5年）℃ 立らび

度の悲礎となってい，g 。

(l 9 6 5年）姿輸入米忙つい

りたってし＼

の需給は、 97千

度の自 3割であったの忙現在は 1割以下となっている。

害給は安価な外米（加洲、撰洲等） vc対する課徴笠を財源として生産量の

しつつ買上げ沿

キロ当り喩

を低

這次のとおりである。

しずること紅努め湿

給り

喰 88千トンの外米化よってまかなった。 19 6 

き薄である。 l9 fi 7 

くの を

出を避けてぎた。

区 分 島産米

(l 968 

外米

政府買入価格~

費出
口

クー 価格

2 gセント

2 2 

l 8セント

2 g 

しかい外米も値上り傾向してある(!).□ 最近、特選米を設け喩その消費者価杞を 26セントと決めた。

これ忙対して、日本本士の生産者米価は 36セント（昭和 42年産米）となっており、沖縄と本土との

きい，, （なお、沖縄の 19 6 9米穀年度の政府買入生産者米価は 32セントに引上げられたか沿

昭和生 3年産米価もまた 38セントに引上げられた。）従って、本土復帰の場合直

食糧管理制度がそのまま沖縄に適用されるとなると淳消費者価格の大幅引ヒげ忙よる住民え

きく鳶また喩生産者の立場からは沿さとうきびに代って稲の作付か培加することも考えられる。〔

1 6参照〕

6. 農地制度について

関ずる法律としては、昭和 l3年に制定された農地調整法 (19 5 7年箋一部改正）が現

る。 l9 6 4年忙おける小作農家は全体の 12%、自小作 32%. 小作存し、

l 0千ヘクタール、こ全耕地の 20%以上となっている。

自小作別農家数の推移

一9作~丁ご―--自作兼小］作 -- -
聡戸数自 小 作

実数割合実数 実数割合

98,12? 100 4",58 3 16,623 , 18 

8 9,4 0 5 10 0 4 9.9 3 0 l 1,5 2 7 13 

（農業基本問題調査会資料）
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売買唸転用等は全く自由で；で克り"主 も多 る。

法のようならの て危ると考えているより i'-がら も施して＼、ヽ な¥,'0

［ 琉球農業

1) 沿革

につし＼て [~ 本文皿ー l-1) .. 万~参照］

は全

明治 I3年 8月 真和志間切古波村忙勧農試験場が設立さiい甘餓浴稲、搬ら煙了瓜椰子、欝金等を

試作し砂糖製造試験を行なり。

明治 36年 勧農試験場を那覇区字久茂地忙移し前記事業の外忙種豚、種山羊の飼育配付およ

の試験を行なり。

同 年 真和志間切村安里村に陸軍用地の保管転換を受けて安里農場を設置し喩甘熊製糖およ

作物の試験を行ない溶蘭次業務を拡張する。

明治 42年 勧農試験場（国費支弁）を廃l卜し、県＼竺農出試験褐と

明治44年 沖網県立糖業試験場を中頭郡西原村字我謝紅設置し各県立農事試験場は那覇支場となり

普通農事の試験を行なう。

大正2年 那覇支場を西原本場忙移転

大正 4年 県立糖業試験場名護試験地を名護村字東江に設圏。

大正 5年 県立糖業試験場名護試験地を名護支場と改称し、普通農事忙関する試験を行なう。

大正 8年 県立糖業試験場名護支場を分離し、県立農事試験場と改称。

同 年 農林省より甘庶の人工交配忙よる採種事業の委託を受け実怖。

大正 13年 県立農事試験場（名獲町）を宜野涛村字普天間の中頭郡模範農場跡に移転。

大正 15年 9月25日 県立農事試験場固芸部および蚕業部を島尻郡小緑村字安次嶺に設置。

昭和 2年 園芸部忙農林省委託甘藷改良増殖試験地

昭和 3年 県立農事試験場より蚕業部狭立して、県立蚕業試験場となる。

昭和 7年 県立糖業試験場と県立農事試験場の合併を行ない、真和志村字与儀忙沖縄県立農事試験場

を設置

本場（真和志村字与儀）

小禄試験地

亜原試験地

普天間試験地

国頭支場

3 4町 9反

4町 8反

6町6反

4町 7反

4町 8反

宮古苗圃 1 1町 5反

昭和 15年宮古苗圃は宮古試験地となる。

1 9 4 5年 7月 終戦後の食糧生産対策として蒼農業復興東恩納農園開設。

同年国頭農事試験場復活。

1 9 4 5年知念農事試験場設置。

※移住地開発のみは．多少の制限がある。即ち．市町村有地等を政府が買上げ．これを入殖者に払下

げるもので、開墾完了後 8年間は．売却や転用が禁止されている。
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l 9 4 5年 7月l0 

同年 10月 旧 鹿児

1 9 4 7年 2月

同年 5月八

とし

l 9 5 0 年 4• 月 琉球農林省の発足と共忙ち を次（りよう忙改称。

与儀..…与儀農業研究指導所

名 護・・・・・・名護農業研究指導所

大 島……大島農業研究

東恩納・・・・・東恩納農業研究指導所

宮 古・・・・・

1 g 5 1年生月 政府の機構改革忙より次のよう忙改称。

与 儀・・・・・・琉球農林省琉球中央農業研究

名 護・・・曇••沖縄群島政府農業研究指導所

大 島….,. 大島群島政府農業研究指導所

コ ザ・・・・・・沖縄群島政府農業研究指導所コザ支所（東恩納より移転〉

宮 古・・....宮古群島政府農業研究指導所宮古支場

八重山・・“•••八重山群島政府農業研究指導所八重山支場

1 9 5 3年 l0月 農業研究指導所を統合して与儀を中央農業研究指導所とい他を地方農業研究指

導所として名護色コザ、宮古、八重山 Ve置く 0

19 5 4年 9月 農業研究指導所より畜産課が分離し冷種畜場を設憤。

1 9 6 1年 8月 行政府機構改革忙よりも琉球農業試験場と改称され、各地方の農業研究試導所は支

場と改称、更に山地開発試験地として疇呉我山試験地、与那覇岳試験地℃ 大俣試験地を設置。

l 9 6 1年 10月 本場を那覇市与儀より綺山町に移転0

同年 10月 本場に南部地区農業改良普及所、各支場忙各地区農業改良普及所を設置。

同年 12月 琉球農業試験場の構内忙琉球模範農場を設置。

2) 組織および職員数（本文参照）

3) 予 算 （本文参照）

-59-



生） 上地の状況
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5)建物の現況

ガラ 温室 4棟分

網

熱風

ライジ

戸笏 食

I I雑 庫 屋 186.5 (56.5) 農夫舎兼堆肥舎 ー］

--6 o~ 



建 物 別 I1 建物坪.数 1 ... 用 . 途 備

7 と坪I
事 務 (2101) ．茶北業科部農．果樹科．経営改善係各研究

. II 屯および 渠改良普及所

4夕コ
宿直 (13.l) 

官 (2 1.8 l 支場長用

製茶エ (4 3.0) 

事 務 (13.0) 呉我山試験地

金 網 (6 0.0) 水稲試験用
クリンプメッ

護 シュ張

会 議 (40.0) 会議室および名護耕地事務所

雑 C 9 2.0) 講習生宿舎．倉庫、堆肥舎．その他 」

建物 別 建物坪 途 備 考

m 2 

事 務 所 326.7 (99.0) 事務兼研究室および中部地区農業改良普及所

コ 宿 直 室 44.6 (13.5) 

A,. 居 庫 115.5 (3 5.0) 農機具その他資材保管

煙草乾燥室 23.l (7.0) タハコ葉乾燥

ザ ガ ラ ス室 64.7 (19.6) 観賞植物調査研究温室

雑 屋 18 1.5 (5 5.0) 堆肥舎．収納舎、その他

建 物 別 建物坪数 用 途 備 考

m 2 坪

宮
事 務 所 115.5 (35.0) 事務室

宿直室及
115.5 (35.0) 宿直室．事務所亀研究室び 実験 室

A-居 庫 150.8 (45.7) 物品倉庫．収納舎．および宮古地区農業改

古 良普及所

雑 屋 148.5 (45.0) 堆肥舎、肥料倉庫．その他
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建 物 別 建物坪 用 迂ヽメ 備 考

m 2 

事 務 所！ 129.7 (39.3) 
八 Ii 

住 宅 Il も1.3 (l 2ぷ） I職員宿舎

菫 l雑 屋

狂 8.8 /7521.7Stl)))iI I I 宿温室直翌

堆肥舎"

事 務 所 7 2、6 (2 大俣試験地

山 I
ガ ラ ス 」声七 I 3 8.6 (I Ii 

5) 琉球農業試験場と関係機虜との連繋図

l晨 林 島 長

｀ 八 宮 コ 名 北 中 南 9L年コ' 八

重
部 部農 冒[古 農 重 農

古 ザ 護 地 地業 地 業 山業
山 区改 区改 区改 区改 地改

支
-又, ヽ 支 〉+又 良 良 良 良 区艮

t拉四～ 並S 普 並亘 普
場 場 土勿閂 場 及 及 及 及 及

i所 9所 所 ，所 面
I 

I 

I I L ______ ..J j 

I I I 

I 
L -・----------- ---_J I 

I ， -------------------------------」

L------------------------------- -------___ J 

7) 主要業務（主要対象作物）

ア、本場 さとうきび、そさい、さつまいも

イ、名護支場 水稲＊ハインアップル、茶

ゥ、コザ支場 花丹．たばこ

工、宮古支場 さとうぎぴ

オ、八重山支場 バインア yプル．さとうぎび

8) 最近の顕著な業績

1) 百合の周年開花

2) さとうきび新品種の導入 NO  O 3 7 6 

3) 粉質いもの育成
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8 琉球畜産試験場の概況： ！裏3 本文Ill-1-1)-イ参照〕

1) 沿革

了 大正 5 として痛足し、

忙閃ず した。

イ。戦後は、 にあった し冷 l 9 5 3年 7月

として発足した。

ゾ翌年19 5 4年 7月当時那覇市与儀にあっ も分離して、

と呼称されたので、前者は文場と改称された。

ニ加易は、那覇市の都心部にあたり復興都市計画の上から郊外移転を余儀なくされ、 lO 6 2年度

か に進められ, 1 9 o 3年8月 したので、南風

原村祈川の現在地に移転した。

ず諸施設の整備強化ととも冗、近代的研究機関を目途忙内部組織の検討かなされ、その前提として

名称を琉球種畜場から琉球畜産試験場忙改称し冷業務内容も畜産忙関する試験研究を璽点とし、

来の種畜の種付、繁殖育成配布は従的業務となった。

力． と併行して試験研究の地城性と普及広報上住民への利便を考慮し、

され、地域的特色を加味し

2) 主要業務

ァ．種畜、種禽の品種選定に関する試験研究

イ自給飼料および牧草改善に関する試験研究

ウ．人工授精および畜産加工に関する試験研究

工．種畜、種禽の繁殖および育成配布

8) 現況

ア．用地

~ 
本 場

I石 JII 

羽 地

宮 古

八 重 山

計

総面積 建物敷地

7,2 5 6 4,433 

9,426 3,075 

8,254 5,554 

9.247 2,375 

5 9.6 5 7 2,368 

93,840 17,805 

~63 

行なっている。

圃 場 そ の 他

2,823 

6,351 

2,700 

6,872 

7,103 50,086 

25,849 5 0,1 8 6 

にそれぞれ支

単位坪

備 考

政府有地

私公有地

” 
II 

その他は牧場
用地



イ．施
単位坪

-;, ―□] 
I I 17 4.6 

27生8

404.2 

5生0

64.3 

40D 

精液（採）処理室 22.0 18.0 80 1 5.0 l 2.0 7 0.0 

堆肥舎 200 9.6 8.0 7.5 14.6 59.7 

馬舎 I 6.0 6.0 

試験鶏舎 45.0 45.0 

隔離畜舎 19.3 19.3 

畜産加工室 54.0 54.0 

重衡器室 oD 5.0 5.0 5.0 18.0 

試験研究室 10 5.0 l O 5.0 

練習生宿舎 50.0 50.0 

自動廻転運動機 2 3.8 2 8.8 

醗酵飼料研究室

計 836.4 174.6 145.8 226 1.546.'I 

ゥ．各場別人工授精状況

~ 
本 場 石 JI I 羽 地

乳肉
馬 豚

山 乳 肉
馬 豚

山 乳 肉
馬 豚

山
牛牛 羊 牛 牛 羊 牛 牛 羊

1963 364 370 507 ， 80 430 20 30 198 38 

1964 378 282 622 5 58 620 18 37 131 44 

1965 48 8 163 9 29 27 24 885 29 59 284 36 

1966 315 212 939 31 26 14 669 21 97 592 34 

1967 415 167 780 58 16 386 17 151 496 29 

翠
宮 古 八 重 山 ムロ 計

乳肉
馬 豚

山 乳 肉
馬 豚 山 乳 肉

馬 豚
山

牛牛 羊 牛 牛 羊 牛 牛 羊

196 3 4 434 50 388 31 6 141 306 16 36 0 789 50 1,743 114 

1964 2 50 2 27 343 26 1 142 30 8 15 380 1,023 27 2,024 10 8 

1965 7 69 2 28 59 5 16 13 7 370 11 49 5 1,075 28 3,063 119 

1966 33 705 1 7 370 28 10 5 519 12 37 4 1,133 1 7 3,086 126 

1967 8 489 0 201 

゜
86 440 20 481 909 0 2,303 66 
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4) 目
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•JII 低受胎牛の受胎率向上について

5) ホルスクイ
I 
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牛 l6) アバディーンアンガス已発育調査

7) 肉用牛の肥育試験
I (〉

I " 、ーノI 

3) 仔豚の

料 I5) 登科牧草の栽培試験 10  
6) 飼料作物の施肥量試験

゜作 I7) 不ーピアグラスの繁殖性試験

゜8) ネーピアグラス忙対する厩肥の肥効試験

゜物 Ig) 飼料の貯蔵試験（サイレージ）

゜ ゜10) ギンネム乾草調製試験

゜11) 飼料作物の分析 Io I 

゜訟） パイン粕サイレージの肉豚飼料化試験
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5) 主

に関する

Vてよる凡肥育

① ネーピアグラス

④ 

9 琉球家畜衛生試験場の概要〔本文 Ill-l -1)ーウ参照〕

l)沿 革

(1) l 9 5 0年5月沖縄民政府時代択●復興資金$5,333.34で木造平屋瓦鉦 2棟 264m2、を建設し家

として発足し家畜疾病の調青研究を行なう。

(2) l 9 5 0年 l0月6日付家畜衛生研究所忙名称変更。

(3) l 9 5 2年 6月硫球政府予算$9,066.67で本館（鉄筋コソクリートプロック建） 298 m入

豚コレラ予防液製造室($7, 3 0 6. 2 g) 2 8 5 m 2、豚ニレラ血清製翡室($3, 7 0 2. 9 8) l 3 7 

m2冷第二健康豚舎($9 2 5. 0 8) 40 rn2、実験動物舎($l. 4 2 6. 4 9) 6 0 m 2 が竣

工した。

(4) 1 9 5 3年 10月本土農林省家畜衛生試験場から分離された豚丹毒菌知覧株を以って予防液の試

験製造を開始し 12月2日検定を終了し直ち忙真和志村に応用した。

(5) 1 9 5 4年1月豚丹毒免疫血清の製造開始。

(6) 1 9 5 4年 2月本土農林省家畜衛生試験場から分譲された豚コレラ病毒A.L.D株を以って豚コ

レラ予防液の製造を行なうとともに豚コレラ免疫血清の製造開始。

(7) 1 9 5 4年8月6日付琉球獣疫血清製造所に名称変更。

(8) 1 9 5 6年6月製造並び忙試験研究の増加に伴い本館($2, 5 0 6. 8 0) 1 0 0 m 2豚コレラ予防

液室 (41 6. 6 7) 1 7 m 2の増築並びに第一健康豚舎($2, 8 5 0)1 2 9 m八免疫畜舎($2,025)

1 9 2 m2、きゅう肥舎 ($295.42) 10 m2の建物が竣工した。

(9) 1 9 5 8年 8月炭疸免疫畜舎 ($4,446.89)1llm2家兎化病毒室($2, 6 5 3. 0 5) 7 8 m 2の

建物が竣工した。

(10) 1 9 5 9年 7月本土農林省家畜衛生試験場から炭疸第二苗H株の分譲を受け、炭疸Jfil清の試験製

造開始。

(11) 1961年7月病理化学室、炭疸試験室($5, 8 5 0) 111 m2家兎化病毒豚舎、試験豚舎（＄

2, 7 0 0) 8 0 m2の建物が竣工した。

(12) 1 9 6 l年8月1日琉球家畜衛生試験場に名称変更するとともに製造室、検定室、調査研究室の

三室を設け室長を置く。

(13) l 9 6 l年 11月家兎化豚コレラ予防液の製造を開始するとともに野外試験を行なう。

(14) 1 9 6 2年 7月予算 ($5,600)で無菌室 10m2塀 100m (全長の 1/5)、排7捻髯 20 0 

m (全長の 1/2)が竣工した。

(15) 1963年6月予算 ($77,000)で凍結乾燥家兎化豚コレラ予防液製造室の施設完備し、
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l g 6 3年 1Z月忙 し, 1 9 6 4年1月より製造を開始した。

16) l 9 6生年 2月6日予算 ($860)で焼云11炉を改造した。

(17¥ l 9 6 4年 5月18日予算 ($5,300) 470m、

した。

（国 1 9 6 5年 3月9日予袢($5, 7 2 0)で変霞装箇を新設した。

(19) 1 9 6 5年度予算 ($3,000)で周囲堺施設残り全部を竣工した。

2) 用地面積

10 琉球大学の概要 〔本文 m-1-u —エ参照〕

l) 沿革の概要

6 8 

琉球大学は、 1fl 5 0年 5月、琉球における唯一の総合大学として、かつ政治。文化の中心であっ

た首里城の跡に創設された。開学の準備のため、 19 5 0年 2月、安里源秀氏が学長代理忙仔命され、

5月22日、英語学部、教育学部、社会学部、理学部、農学部、応用学芸学部の 6学部、 1・2年あ

わせて 56 2人の学生、 28人の教授職員で開学した。

l 9 5 0年ll月、当時の沖縄民政府知事志喜屋孝信氏が初代琉球大学長に就任した。

1 9 5 1年、琉球列島米国民政府布令第 30号によって、本学の基本法が制定された。同年以来、

米国教育審議会と同陸軍省の援助により、米国ミンガン州立大学の教授団が本学の行政面や教育研究

活動に関する助言者として派遣され、大学に滞在すること忙なった。

米国民政府布令第 50号により、琉球大学財団が設立された。

1 9 5 1年9月、林学部が新設された。 l9 5 2年、教育法の制定に伴い、学則が改正され、英語

学部ほ語学部、応用学芸学部ほ商学部となり、家政学部を創設し、語学部．教育学部、社会科学部、

理学部、農学部、林学部、商学部、家政学部の 8学部となった。同年 7月、学長に胡屋朝賞氏、副学

長に安里源秀氏が就任した。琉球大学財団が奨学金の貸与を開始した。

1 9 5 3年 3月、琉球大学第 1回卒業式が行なわれ、卒業生 25人、修了生 75人か学内外の期待

をうけて門出した。同年4月から又部省のあっせんで本土大学より招へい講師が来学するようになり、

爾来この制度は今日まで継続している。

1 9 5 4年、新学則により、従来の 8学部は、文理、教育、農家政の 3学部に統合された。

1 9 5 5年 7月、学長に安里椋秀氏、副学長に仲宗根政善氏が就任した。初代学長志喜屋孝信博士

の業績をたたえる記念図書館が同年 12月に完成した。

1 9 5 7年 3月、社会の要求に応えるため、農家政学部に既設の機械工学科に加えてあらたに土木

工学科、電気工学科が設置され、 19 5 8年、学部名を農家政工学部と改めた。

1 9 5 8年 7月、学長に安里源秀博士が再任した。 19 6 0年l2月、開学 10周年式典を挙行し
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畜産学科 林学月

三 □L --1農場運営委員会 I
しi附属林業試験場 1

I事務室I
と—- - -- -

「寸教養部連営委員会 1

し4教養部連絡協議会1

L-----」，附属図書館運営委員会 I
jこ堕

英語科 仏政

商 科機械I 
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r-j短大部運営委員会 I
叶短大部連絡協議会 1
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3)職員数

4,) 農学部学科別在籍数

~I 
1年次

I 
2年次 3 次

男 女

農 学 39 1 

農 化 17 8 

農 丁今 21 

゜畜 産 22 

゜林 O—子½ 26 

゜
26 

゜
20 

゜家 政

゜
47 

゜
44 

゜
42 

125 56 123 50 96 45 
計

181 173 141 

大
性別 5 7 8 359 580 36 6 49 8 287 

'i子"'— 

総
計 計 937 96 4 

11 琉球模範農場について〔本文V参照〕

1) 模範農場設置の目的

785 

(1967.10.1 

0967.4. l現在）

4 年次 計
総計

女 男 女

゜
123 3 126 

2 73 17 90 

゜
55 

゜
55 

゜
83 

゜
83 

15 

゜
87 

゜
87 

゜
3 fl 

゜
173 171 

7 7 40 421 191 
612 

117 612 

494 251 2,150 1,263 
3,413 

745 3,413 

この農場は沖縄におげる農業生産の増大と農家所得の向上をはかるために、本土の進んだ農業技術

を導入展示して、その成果を農民に普及することを目的とする。
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2) 登過

ァ．この農場は、 19 6 l年坑球列島高等弁務官の発案によっ、、

坑球列島高等弁務官府の協力を得て成宣した。

イ. 1 9 6 1年10月、日 るため、

瓢肥料心農機具:. 畜産。の専門技術者 4名を派翡した。

が日 および

はか、作物。

ウ. l 9 6 l, トl2月l4, 日、日、米、琉二名の負担区分を明確にした［模範農場忙対する援助忙関

する覚書」か交換された。

工，琉球政府は同年 l2月、農場長（農業試験場長併任）ほか 2名の職員と、 1項に基づく技

術研修のための職員 l4名を農業試験場および畜産試験場からそれそれ派直した。

オ. l 9 6 2年 2月農場の鍬人れ式を行ない、ぼ場の区両整理、農業排水の整備、附属建物の建設お

よび米国政府援助によるかんかい施設等1年半を費してほぼ完了した。

ヵ．各音訓別の業務分担忙よって検討、展示を行なうーカ、 るため、 1963

年度から水田模範農家および養鶏模範農家などをそれぞれ設置した。

キ. l 9 6 4年l0月琉球政府は覚書別表 3に掲けた農業指導官を配置し の人容強化をほかっ

_,-,~, .o 

3) 土地の利用状況

畑 1水田 1農道 1水路 1畦畔 1;―こ］合
270a I 130a I 75a I 5a J 20a I 40a ： I 

4) 附属建物施設

種 類構造

規 二模床 面 ：租 I 備 考
5.45 mX 0.5) 坪車

庫 鉄筋コソクリート
1ブロック

農機具庫 II 31.81 X O) 修理整備室、油庫洗卓場含む

収 納 舎 ‘’ 
3 3.9 3 X 075) 秤子貯蔵庫、調査室、飼料庫、
5.50 X . I 飼料調整室含む

便 所 II 2.7 3x2.l 2 5.8 (1.7 5) 

農 夫 企・ロ II 
10.80x5.40 6 5.4 (19.5) I小農具室、ポンプ室含む1.3 5 X 4.5 0 1.8 0 X 1.6 0 

育すう舎
木 造 S 型瓦

18.18X5.45 9 9.2 (30。) 宿直室含む
（平屋）

第 1鶏 舎 II 16.36 X 2.7 2 44.5 (13.5) 

第 2鶏舎 ” 10.9 Ox3.63 39.6 (12) 

第 3鶏舎 II 16.36 X 7.2 7 118.9 (3 6) 

豚 舎
鉄筋コソクリート

19.09 x4.09 7 8.1 (2 3.6 6) デンマーク式
ブロック

堆 肥 舎 木造ブロック壁 12.6 X3.6 45.4 (13.7 7) 傾斜地利用投込式

サ イ ロ Iコンクリート
高3.0x径 1.5m

t}g基0.9x0.9 
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5)農機具、家畜、

了主要農機具

その他修理整備用器具、エ具類

模範農家貸付用農機具動力耕転機 l 防除磯具 2(琉球政府購入）

イ．家畜

総羽数 コ
目rn 

種 総数 品 種！摘要 I

鶏 豚

9 46羽 I白色レグホンその他 年間64頭！ランドレス外 5品種 I鶏は採卵用
豚は肥育用

ゥ．畜産施設

"目"' 成 ケ ジ
類 育 雛 器 成 ケ ー ジ

幼 雛 中 雛 大 雛

電熱バタリー
格 5 0 0羽用 100羽用 60羽用 50羽用 l羽用

量 1 5 ， l 2 1,080 

工．甘藷乾燥機械

種 類 I製品形態 I乾燥機型式 火炉使用燃料 附属装置 I性 ヒヒム月

火力 乾燥 甘藷切干 3段じゅんかん式 重油または軽油
エレペーター
スライサー

毎時生 500kg
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6) 対す

l 琉球政府は、日

普及を図るため、 る。

においては、進歩した農業技術の導入を目化］とし、そのた

員の技術研修その他農業技術に関連する調査、指導を行なう。

び

2 日本政府鯰理府は、日本関係法令及び予算の範囲内如認いで、次の各号忙褐げる事項を実施する

ため必要な措置を講ずるものとする。

（イ） 別表 1.に掲げる骨理貞任者及び技術職

（口）別表 2に掲げる農業技術の改良及び晋及を図るため忙必要な物品の模範農場に対する供り

3 日本政府総理府の派遣する管理責任者及び技術職員の身分は行政目 人事記舒

のためのみ l疋おいて那覇日本政府南方連絡事務所に属するものとする。

4 日本政府総理府は、必要かあるときは日本の関係法令の定めるところにより、上五じ 2(口）の物品を

模範農場紅対して譲与することかできる。この場合忙おいて、譲与する物品の範囲、譲与の時期そ

の他譲与に関し必要な事項は、日本政府総珪府特別地域連絡局長）｛はその委任を受けた者と模範農

場長並び忙琉球夕lj島高宜弁務官府か協議して定める。凜与された物品は琉球政府の所有となる。

5 琉球政府は、琉球立方院忙よる支出承認及び財源確保0)可能性を条件とし、次忙掲げ

施するため必殴な措骰を講ずるものとする。

（イ） 別表 8. に掲げる模範農場長及びその他の職員の配罹

（口）別表 4に示す農場施設、灌漑施設及び付属建物の建設

り 日本政府総理府の派遣する管理責任者及び技術蹴員の宿舎の供与

に） 日本政府総理府が供与しない模範農場応必要な物品及びその他の賢費の負担

困 日本政府総理府か供与する模範農場の用にのみ供する物品に対する琉球文府のすぺての課税の

免除

日 日本政府総理府の派遣する管理責任者及び技術職員の職務行為により生じた請求忙対する責任

の負担。但し故意又は重大なる過失による場合を除く。

6 日本政府総理府の派遣する管理責任者は、模範農場の業務忙関し技術的事項を担当するものとす

る。琉球政府の模範農場長は、その業務の運哨t忙当っては日本政府総理府の派遣する、管理責任者

に協力するものとする。

管理責任者は、琉球列島高等弁務官府及び琉球政府と協議し事業計画を作成する。

7 日本政府総理府の譲与した物品は、日本政府総理府の派遣する管理責任者及び技術職員の監督の

下に使用され、かつ、模範農場の目的のほか使用できない。

8 琉球政府は、模範農場に関する年次業務報告（琉球政府会計検査員の検査を経た検査報告書を添

付）を作成のうえ、これを琉球列島高筈弁務官府に提出し、その写一部を日本政府総理府忙送付する

ものとする。

日本政府総理府は、模範農場に対する援助の効果を知悉し、かつ、事後の援助の計画に賢するた

め、琉球列島高等弁務官府及び琉球政府と協議のうえ技術専門家を派遣して模範農場の状況を調査

することができる。
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大竹民腐

1961クpl2月14日

し琉球政府がこ

るJ2,のとする。

して定める。

忙つき

柑山茂

1961年12月14日

DEC 14 1961 

に代り承認する

琉球列島米田民政府

KENNEPHS 

12 沖縄の普及組織について

l) 

齊及 係 4人

農 係 5人

広報係 4人

6人

7人

水稲およびいも、さとうきび、パイソおよび果樹、そさい、病冑虫、
｛ 
1人

本土に比へ、青少質育成音訓か弱体て主る。

2) 農業改良将及所

生活改善、各

14 I 14 
20 23 

6 7 

7 5 
I 

6 9 6 7 

＊ 農業改良普及員 ＊＊ 生活改善普及員
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3) その他

5人 パイン指導員 9人

4) 間 題

ア．広域普及組織化の必要性

現在、 1村に 1人あて農業改良腎及員か配置され、 させられてし‘るた

め、深い指導がてきない。広域組織にし、特技普及員を姜成し、特技化した活動をさせる力か成果

が上るであろう。

ィ．農業試験場と普及員をもっと密着させなければならない。

ウ、農業忙比べ、生活改善のウエイトか高過きる。（これは民政府の調整忙より、生じた現像である）

農業改良諜組織図

「， 庶務係 4人

普及係 4人

営農係 5人
課長→ 計 3l人

広報係 4人

生活改善係 6人

7人

水稲およびいも 1人

さとうきび l人

バイソ、果樹 l人

そさい圏芸 1人

病害虫 1人

農業機械 1人

生活改善普及活動 1人

（注） (1) 庶務係以外は全員技術者、係長、専技は二級農務職、他は三級。

(2) 青少年育成部門が弱い。
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13 目別輸 の推移

輸出額の 推移

35,464 

294I I I 1 

41 

150 

24 

l 

7 8 16 1 1,399 

183 35 -

90 95 119 

72 398 318 

8 21 438 445 

72 94 l 

12 107 167 

50 37 32 

(5)獣骨 16 5 5 4 

(6)肥料 一

(7) その他の畜産物 aa5 682 1951 241 

(1) 砂 糖 3 17 3 

(2) 黒 糖 4,901 4,352 4.29 2 I 5,20 l 2,746 3,656 2,304 

(3) 分 密 糖 5,525 14,184 I 21,347 41,613 36,659 48,855 44,216 

(4) 糖 密 40 289 676 1,082 7 39 896 872 

5. バイソアップル缶詰 2,715 1 0649 1 3 '4  1 5,785 

5.15 4 8.49 s 1 ! 8,556 11,914 

6. 繊維加工品 2,002 1,9 ,9 9 8 3,376 2,886 3.17 s I 2,528 

7. その他の製造加工品 1,350 2,9 ,6 9 4 7,610 7,840 7,404 8,028 

(1) 琉球製造加工品 39 34 25 39 29 42 
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［ 「~品-＼侶□）琉球特荏-年織襄物

1960 
19二.,I…I ",'s:~••5 

1966 

68 93 129 157 207 242 

(3) バインジュース 208 942 26'7 367 893 540 306 

(4) 肉類の 調整品 22 6 53 - 1 - l 

(5) 琉 球 菓 子 30 125 197 314 417 I I 335 273 

(6) 鰹

:1 
296 258 262 315 335 216 192 

(7) 嗜 好 飲 85 77 71 80 73 79 60 

(8) 煙 草 4 3,091 

(9) 合 板 .. 967 1.9 6 8 

(10) 化 製 品 55 63 14 16 35 50 40 

111) フ ス -マ 126 107 

(121 ボ 卜 1 7 3 5 83 7 1 

(13) バーティクルボード 89 594 

(14) 食 油 94 151 115 102 166 7 7 

(15) 飼 料 117 111 139 117 ， 
(}6) バインジャム 102 10 5 10 3 2, 

(17) そ の 他 191 581 2,768 3.17 5 2,223 1.5 5 0 1.140 

8. 鉱 産 物 12 16 33 27 47 28 25 

(1) トラバ ーチンf 12 16 33 27 22 13 17 

(2) コーラルリーフロック 25 15 8 

9 廃 屑 類 4,693 3,406 2,753 2,411 3,477 3,047 4,549 

(1) 中 古 品 419 427 26 4 519 1.166 858 1.19 5 

(2) 鉄 屑 1.6 3 7 1,345 804 635 804 779 654 

(3) 非鉄屑 及金屑 2.293 1,327 1,322 971 1.131 1,026 2,423 

(4) そ の 他 345 306 364 285 375 384 277 

10. その他の輸出品 484 203 fi34り 788 889 691 1.309 

(1) 宝石製品及貴金属 4 8 8 59 112 87 48 

(2) 織 物 類 29 20 23 261 324 79 48 

(3) そ の 他 451 1 7 5 503 46 8 453 52 5 1.213 
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輸入額の推移

I 
(3) 金 属 屑 類 1,510 1.21 71 1,581 359 7 29 1.017 894 

(4) 化 呂子 肥 科 1,388 l,9 84 2,276 2,673 3,469 4,017 3,985 

(5) 金 属 製 品 5,734 5,646 6,070 5,623 6,426 5,917 7,644 

(6) 鉱 物 性 燃 料用泊 131 26 2 315 703 7 30 813 90 4 

(7) 化学製品及薬品類 1,542 1,86 7 2,459 2,342 

2ぶ'II 
3,867 5,804 

(8) 動物性植物性油類 93 78 95 123 133 147 1.049 

(9) 織物繊維及織糸類 503 59 3 538 89 8 799 9 51 7 58 

110) 葉 煙 早" 624 516 1.091 1,613 2,059 2,537 1,914 

(ll) その他の原材料 852 1,333 3,783 3,142 2,211 1,707 12,199 

4. 建 築 用 材 料 16,543 18,528 20,460 21,784 22,7 gg 2 6.19 8 28,221 

(1) 木 材 7148 7,598 7,183 8,674 9,117 l 0.3 9 9 10,984 
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'i 巨戸-q---目----------、-年---度--1 I ' l 1 9 6 1 I 6 2 I 1 9 6 3 I 19 6 4 I 1 9 6 5 I 1 9 6 6 

侶）セ J >， 'I 4,324 4,576 5,267 5,237 ,,,12 5 3.,, 86 

(3)咋属 50 6,819 5,805 6,396 S,26'7 Jl,025 

(4) t反カラス 336 392 410 368 502 516 

(5) その他の 20 1. 令90 1,629 1.6 81 L9 0 5 2,110 

(1) 電気 8,385 9,701 0,446 10,477 9,832 5,246 

(2) 農業用浅 械類 434 581 687 444 348 7 72 

(3) 事務用 機 232 332 457 474 572 

(4) 工業用機械 8,8fl7 7,386 13,075 8,030 7,291 10,579 

(5) 運輸 9,847 12,433 15,305 17,126 18,795 31,G98 

(1) 紙板紙及こ加清隻品 2,900 3,076 4,012 4,407 4,073 4,434 

(2)紙詞8 376 104 357 710 983 

織物製品 l.016 1,198 1,288 1,520 2,129 3,704 

(4)毛織物 4,,243 1.543 1,573 1,888 1,911 1,75]心

(5)織物類 :3,222 7,280 3,771 7,993 tl,348 9公89

(6) 衣類及洋服類 ?,626 9027 ]0,449 10,605 9,910 11.0'3 

(7) 医薬品及医療材料 2,943 8,020 如020 5,082 5,788 5,935 

(8) 化粧品及洗剤 3,238 3,675 4,474 4,640 5, も23 6,473 

(9) 殺 虫 剤 澪 殺菌剤 691 637 847 88¥.l 744 873 
消毒剤

(JO) 草類及草製品 156 188 20~ 271 1~6 264 

(11) ゴム製品 令29 619 682 578 608 497 

(12)陶磁器 生55 595 737, 751'917 764 

:J3) 照 明用具 576 485 491 585 661 960 

(14) 家具及備付品 1.103 l.126 1,533 1,322 1,659 2,829 

(15) J覆物 類 2,221 2,412 2,809 2,783 3,187 3,821 

⑯ 理化学用器具 41 3 5 0 7 '7 1 8 3 6 8 9 l 5 1.0 7 1 

(17) 時 2,046 2,477 3.132 3,102 2,fil8 4,386 

(18)楽 器 4 4 3 6 0 8 5 8 4 5 4 6 1,3 7 7 4,9 8 7 

(19) 出版物噌会画類 1.988 2,547 2,647 3,518 3,677 4!,266 

(20) 家庭用電機具 787 1.1 g 7 1.618 1,934 1,982 2.12 3 2,153 

(21) プラスチック製品 59 3 933 1.213 1,569 l,9 40 l,7 5 7 1.8 7 2 

(22) 運 動 用 具 264 274 459 435 379 6 52 6 26 

(23) 事 務 用 品 701 1,000 1.1 g 6 1.0 59 l.098 1.13 4 1.242 

(24) ミ シノ ン／＇ 468 484 408 60 3 6 43 811 719 

(25) ガラス製品 427 555 683 810 785 998 1,431 

(20) その他雑製品 4,30 l 5,505 6,504 7,986 8,3Sl 0 9,5 7 5 14,907 

(27) 木製品コルク 271 369 
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14 熱帯農業研究所設置要請書

1) 熱帯農繁研究所設置について

誘致の趣旨

琉球政府農林周

1967年12月

沖縄が将来基地経済から脱却して経済的に自立し、社会不安をなくして平和な郷土を建設するた

め忙は、幾多のなすへき施策が山積しておりますか、先づ農業面忙しぼってその概要を申し上げま

す。

御承知のとおり沖縄は資源的或は立地条件等から農林水産業を基幹産業として経済的自立を考え

ざるを得ない宿命的な地域であります。

そのため紀は台風やその他、不利な条件を克服し亜熱帯農業として有利な条件を生かし、与えら

れた資源を最高度に利用することは勿論でありますが、砂糖、バイソアップル等の輸出物産のみ忙

止らず、食糧自給度の向上、畜産を織り込んだ農業の多角化による生産性の向上を図ると同時忙、

更忙優良樹種の導入や樹種加良による経済林造成等、多面的な所得増大を図ることが重要な事と考

えられます。

沖縄の現況から観察しまして、それらの産業の振輿を図る上において着目すへき事は技術水準が

低い事であり、又新しい資源の開発妬ついてはかような技術者か極めて少いのであります。

因って沖縄の第一次産業の施策を積極的にバックアップして、その目的を達成するために日本政

府の強力な援助が必要であり、之を実現する事によって沖縄の資源開発や技術者の養成訓練、更忙

日本にとっては東南アジア農業に対する技術協力等の足場として沖縄領城内忙日本政府直轄の試験

研究機関の設置を強く要請する次第でございます。

誘致する理由

(1) 沖縄は日本領士のうちては最も熱帯的気候に近似しており、士堰、槙生林相等熱帯性のものか

多いので環境条件としては最も好適している。

(2) 熱帯農業の研究には天文、地文、人文等種々の熱帯的環境条件を具備した地域においてのみ充

分な理解と基礎技術の修得練ができると思料する。

(3) 沖縄には国立の試験研究機閲かなく本土のようにレペルの高い技術者も少いので農業が立ちお

くれている重要な原因をなしている。

(4) 過去において熱帯地域で活躍した有能な技術者による豊富な技術の継承は沖縄は勿論日本にと

っても又東南アジアの技術開発にとっても測り知れない効果を上げるものと思料する。

L 運 営

日本政府直轄の国立機関とする。

（沖縄からの技術者も提供可能である。）

2. 設置場所

沖縄の領域のうちでも西表島が最も熱帯的気候に近似しており、下記のとおり有利な条件をもっ

ている。

イ 西表島は北緯 24度 15分、東径 12 3度 40分の間に位置しており、台溝の台中や硫黄島と

同緯度の線尻ある。
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28. 3°0 9,4°C 3生 8°C

月平均 l7~18°0 夏の月平均 27~28°0である。

2,6 2 5暉 n 直乞其JH生O~l50mm 

い 5月2:g月は 34 5 ~4  0 0 mmてある。

ロ粗生

3地区の現況を大観すると

3地骨汀て分けることかできる。

(1) 海岸林地帯

A 酒岸砂地林地習

とも海岸林地帝、原野地管、 の

この地帯は、一般忙最前線の不毛の砂浜忙つついてクンバイ、ヒルカオ、ッキイゲ冷ハマ

ナクマメ、スナズル等の憂性植物が疎から次第に密に分布し、その後方忙ハマオモト、 イソ

フジ等の草本や灌木類があり、さら忙クサトペラ、アダン等の灌木ないし小高木類がつづき

その背後妬オオハマボウ、タソワンウ、オクサギ、リウキウガキ、アカギ筈の高木林がつづ

いている。

B 海岸岩石林地帯

アダン、クサトペラ等の小高木が最前線を占め、アカテッ、ガジュマル、クロヨナ.. リウ

キウコクタン、オオバイヌビワ等か普通忙見られる状煎である。

(2) 原野地帯

この地帯は元来森林地帯であったものか、かつて開墾したり放牧したりした後vc放置されて

生じたもので草の種類はチガヤ、ハイキピ、コッダ及びススキ等てそれぞれほとんど純群落を

なして分布している場合が多い。

(3) 山林地帯

山地は一般にオキナワジイ、オキナワウラジロガ、ン、クプ、 イジュその他常緑広葉樹でおお

われているか、稜線や岩石地にはリウキウマツの大木が点々と残っており、又原野Vこ接続した低

山地帯忙はリウキウマツの幼令樹木もところどころに見られる。

3 沖縄の要望する事業

(1) 主要作物の品種改良（交配育種及び品種導入）及び栽培法に関する試験研究

侶）有用作物及び有用植物の蒐集と栽培方法の研究

(3) 経営に関する研究

(4) 環境調査研究

① 土襄肥料記関する事項

② 病害虫化関する事項

R 農業気象に関する事項

(5) 畜産に関する研究

① 家畜特に牛の品種改良

② 飼料に関する事項

R 草地牧場に関する事項
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(6; 林業に関する研究

妬関する事項

②
 

成のため

調査研究

ぷ てヽ 有用植物の て
~
~
9
~
 

して戴き度い理由（琉球農業試験場試験研究の現状と間題点）

(1) 基礎研究

① 農業試験場は沖縄の特殊事情のため基磋応用及び実用の総てに亘る研究の性格をおわされて

しヽる。

② 然も対象作物はさとうきび、パインアップル、水稲のほか、甘藷、馬鈴拷等の普通作物、そ

さい、花舟、果樹等の圏芸作物、たばこ、茶等の特用作物等多種忙亘っている。

R 然し沖縄農業の現状は内外の複雑な情勢下で難問題か山積しその改善合理化か緊急課題であ

るが、当面は技術面では所謂生産性の向上のため直ち匹農家の役忙立つ経済性の高い新技術の

開発が怠務であるので農業試験研究においては実用試験或は応用試験を優先的忙実施し基礎試

験はやむを得ないものを最小限度VCとどめている。

④ 斯様に基礎研究が欠けているため試験研究結果の由因の変動にあってその分析評価判定忙困

難な場合か多い。

⑤ また基礎研究に基づかない実用試験は効果的推進に遺憾の点か多い。

R よって基礎研究の必要性及び重要性を痛感している。

⑦ ところが、現在の農業試験場は施設、人容、資質、予算等貧弱な上、上記の如く作目も多種

多用忙亘っているのて、基礎研究は殆んど不可能である。

R また、沖縄では基礎研究を行なう機関がない。

R 基礎研究の結果は沖縄及び東南アジアの地城適応性等応用試験及び実用試験に広く利用される。

5 育種事業及び有用作物、有用植物の蒐集

(1) 農業試験場忙おいてほ各作目について次の如く品種改良を行なっている。

① さとうきび 交配育種及び品種導入選抜

② パインアップル 優良系統選抜

③ 水 稲 品種導入選抜

④ 甘 藷 交配育種、品種導入選抜

⑤ 馬鈴薯 品種導入選抜

⑥ そ さ い 品種導入系統選抜

⑦ 花 舟 品種導入選抜

R 果 樹 品種導入

⑨ たば こ 品種導入

⑩ 茶 品種導入

(2) 農業生産の飛躍的発展は品種改良による優良品種の貢献度が絶大であるので前記の如く努力し

ているか特に育種事業は難事業で大規模な施設予算及び高度の技術を有する適切な人容等を兼備
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した強刀な機閃でないと大きな期待は きない。

(3) 7-J。

乙（

(5) 然し んど

(゚1) 総務部

(2) 

作

(4) 園芸部

(5) 有用植物部

(6) 環 境 部

(7) 

(8) 畜 産 部

「注J 研修及び訓闘のための実験農場は関係各部に含める。

2) 熱帯農業科学研究所設立計画

1 設立の趣旨

(19 6 7年7月1日＼
琉球大学農学部／

(1) 世界の農業が地域生産性によって、いわゆる適地適作を生かしつつある今日、その立地条件を

生かす学理の研究を行ない、訓練をつむことは絶対忙必要である。

(2) 琉球の農林業の現状と将来の発展方I句を考察すると、この種の研究所は欠くことのできない必

要条件であり、熱帯乃至亜熱帯の作物、果樹、樹種および牧草などの新しい種類と品種の導入育

成は、琉球の農業の発展に大いに貢献できる。

(3) 将来東南アジア地域の低位後進性の打開に役立てるため、指導者の養成や該地域より指導者を

受け入れて再訓練を行なうことができるので、東南アジアの農業発展忙寄与する。

(4) 将来琉球大学農学部に大学院（修士課程）が設謹された場合は、大学院学生の研究の場とした

い（日本本土、その他外国の学生を含む）。

2 運営の基本方針

(1) 本研究所は熱帯農業に関する研究と教育を行なう機関である。従って試験研究と実習地として

の性格を具備する。

(2) 本研究所の所属は琉球大学とし、日本本土関係大学と共同して研究を行なう。

(3) 本研究所の高率的な成果をあげるため、ハワイ、台薦などの大学および研究所との交流協力を

はかる。

(4) 本研究所の運営は、設立の趣旨に則り、自主的運営を行なう（運営委員会）。

3 設陸場所
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¥1) 場 所 沖縄 八重山群島西表島

第 1 コ めた仲間川流域

第 2案 浦内JI （ と

第 中心と た地域

(2) 理由

東南アジア忙対する農業の

）， 

自然的条件の苫しく異なる本士からみて、琉球内

iて設置されねばならない。

琉球の中でも直表島を最適地と認める。その理

イ）西表島は亜熱帝の典型的条件を具える。

ロ）熱帯に類似した

い。従っ よび林業を研究し、 を

とおりである。

雨林相を呈している。

除いては本土ほ勿論琉球のどこ忙もな

再訓闘するのに最適の場所Cあ

る゜
ヽ,.,) とんど国有林てあい私有林か少ないのでまとまった面積の入手かできる。

属施設とく忙熱帝農業に関する研究所の設立を八重山群島全住民が要望してい

る。

ポ）地下資源と で、 できる。

(3) 西表島に設置した場合の利点

イ）亜熱帯植物相の保護地域の存地存続ができる。これ

最も望ましい。

ることが

ロ）同島への移民が促進され、

きる。

になり、諸産業か発達して琉昧の経済妬大きく寄与で

ハ）観光資原の少ない西表島vc熱帯的観光池を造成し得る。

4 組織

(1) 構成部門

第 1研究部門 地質土製科

第 2研究部門 作物生産科森林生産科畜産科

第 8研究部門 応用動物科（含む昆虫） 応用微生物科環境衛生科

第 4研究部門 土地改良科農業気象科農業水利科

第 5研究部門 農業経済科農村社会科

第 6研究部門 食糧化学科林産化学科

(2) 人 員 1 5 6人

教 授 各科 2~3人 （計 26人）

助 教 授 各科 2~3人 (. N 2 6人）

助 手 各科 2~3人 (u 3 0人）

技 官 各科 2~3人 (// 3 0人）

技 術 員 各科 2 ~3人 (II 3 0人）

雇 員 各科 1人 (N 1 4人）
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5 

A 土 地 2, 6 4, 0 ha 

(1) 建物敷地 ,!, {) II 

(2) 試験地 8 0 0 11 

(3) 保 護林 1,000 11 

(4) 試験林 1, 0 0 0 // 

(5) 牧 場 3 0 0 11 

B 建 物

(ll 本 館 1,500坪 (4.9 5 8 

（所長室、研究室、応接室、標本室、

）
 

講義室、実験室、宿直室、便所、浴室など）

(2) 附属建物 4, 4 0 Ot平(14,542m2)

温 室 7 0 0坪 (2, 3 1 4m 2) 

室 2 0 Q II （ 9 9 2 //) 

畜 舎 5 0 0 11 (l,65311) 

工作室 l 5 0 11 （ 496 11) 

農場管理所 5 0 0 // (1,853 11) 

収納舎 2 0 0 11 （ 992 11) 

農具舎 1 5 0 11 （ 4 g 6 //) 

資料室 5 0 0 11 (1, 6 5 3 //) 

学生宿舎 3 0 0 11 （ 992 11) 

加工場 5 0 0 11 (1,653 v) 

臓員宿舎 2 Q O II （ 992 //) 

特殊試験室 4 0 0 11 (1,322 11) 

作業員室 1 0 0 11 （ 331 11) 

〔熱帯農茉科学研究所概算要求〕

1 年次別設置部門

1 9 6 9 1 9 7 0 1 9 7 1 

第1部門 地質士堀科

第 2部門 作物生産科 ゴ甲又 産 科 森林生産科

第 3部門 応用動物科 応用微生物科 環境衛生科

第 4部門 農業気象科 士 崩改良科 農業水利科

第 5部門 農 業 経 済 科 農村社会科

第6部門 食糧化学科 林産化学科
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（注） l. 

（職員） 1てついては計上していない。

日本政府の戻助によるものと本研究所設置忙要す

除く他は日本政府の負担とする。

2. 道路、 ど に必要な 主れてな ¥,'o

15 沖縄におけるさとうきびの低位生産の原 と対策

沖縄のさとうきび作は、もはや社会的休閑 (SozialBrache)ともいうべき

原因は、労働力の不足、ということで割り切れるほど単純ではない。本上

.i.967. L 26 

丸杉管理官

でいる。その

の烈しい流出

忙もかかわらず、米作の増収かつづいている。同じょう忙生産物価格は支持されておりながら、沖縄の

さとうきび作は休閑的低位生産択．落ち込もうとし、本土の米作は高位安定的増産へ向っている。

ー 低位生産性の主な原因

農地制度l) 

沖縄では農地調整法（昭和 13年）か生きている。
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詫，よると、自 ふ 964年）で 19 

廿3ロ

本土の米O)

また、

さとうぎびの栄養生長

おくれ、干ばつ校

さまたげて＼ヽる。

に株出しを必然なら

＜ 

＼ヽる。

の6呂％より減少している。

らび忙

さとう

を認めなければならなし

尻麦りながら涵

靱:~、

苔ま江げて tヽる。

亙ヽタ
0
J
 

畑地の 80%から主産される 20 0万トソ

としヽう現状と

しかい沖縄における

。畑作rc:,13術をとると、北九がi'i

して＼ヽる点などと対比

る自営農民としての自覚

労力不足一生産低下

る

ゃ
4
f
9一

4) 

していると思う。

よっ

一生産低下の悪じゅんかん

増加している。しかし、農

している。

竺とうきび作本来の生産性の低吝も起因している。 3

の根底には古＼

る＜、消費とくしこ耐久消

で℃ より

て 8

ると思

ぅ肥を施用し生産

認由来す

んでいると考える。

2 0 

し

¥ ., 
；；ご）か.. 

さとう

ぎびは約 2年後忙ならないと金忙ならない。

農家はさとうぎび作に対する投入資本の固定化を嫌い-,肥料・農薬等の流動資材の適量投入すら

も渋る傾向が強い。

投資不足一生産低下ー資本の農外流出一生産低下の悪じゅんかんは、農業をとりまく経済と

者の生活、経営の意識に強く支配されている。

さとうきび作を基幹として、一段

ならな ¥,'o

5) 生産技術上の諸間題

ア． さとうきび作の特殊性と集約化

さとうきびは水稲、やさい等に比ぺて粗放管理でもある程度の収量をあげうる特性をもち、そ

高い作目をとり入れた経営への転換を図らなければ

れが労力不足等の栽培の諸環境とマッチしている。労働や資材の多投による増益が粗放化による
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（費用節約と農外労働強化）所得増加を上廻ることができるという確信のなしままに、さとうき

び作の粗放化、休閑化か進行している。そして、収益謂！大の救いを一途忙原料の値上り［疋求めて

＼ヽる。

水稲作のよう忙、試験研究忙よって inputとoutputのメドを明確にし、さとうきび作

を進めなければならない。

ィ，連作の障害と輪作

畑の 8割にさとうきび作付し、その 8割近くは株出しかつづけられている。この極端な連作の

強行は収量低下の技術的最大の原因であり、農地の荒廃も起しかねない。

さとうきびの作付割合を減らし、肉牛、豚と結合した牧草、さつまいも、豆類との輪作を編成

し、さとうきびの反収増加を中心として総収益の増大を図るへきである。

ゥ．機械化技術体系の未確立

さとうきび作の労働ビークの基になる収穫、植付の機械化作業技術は試験研究の域を出ない現

状である。収穫についていえば、圃場の条件かととのえば、一方忙 45度程度の倒伏角のキピで

あるならば、人の歩く速度でしょう頭部を切りながら刈り取ることが可能である。もし火入れを

おこなうならば更に容易となり、約 80度地面にはっているものでも刈りとることができる。

しかし、剥葉作業等を含めて人力作業と同様の精度を機械に期待することは将来も無理である。

収穫の機械化を可能にするには、政府・農業者ならびに会社が相互に協力し合うことが前捉と

なる。たとえば、火入れしたさとうきびの運搬受け入れ、象[j葉をしないさとうきびの受け入れ等

について生産者と会社側とが相互に協力しあうことなど。

工．試験研究の立ち遅れ、さとうきび作の研究については、琉球政府においてもかなりの努力がは

らわれているが、品種・栽培技稀i等全般にわたり立ちおくれ、かつ基礎的な研究が充分できてい

ない。たとえば、優良品種の育成をはじめ至極一般的な栽培密度、植付期期等についても確実な

基礎付けをなしえない現状である。

ォ．技術の改良普及の弱さ

市町村に一名程度の普及員が技術普及の全体のなかでさとうきび作の改良普及に就事している。

農協、会社関係等との一体的な指導が必要である。

2 対策の要点

さとうぎび作の生産性向上は、通り --iリの増産奨励だけでは成果を期しえない。

基本的な対策と当面する対策とを総合的に組み立てて、価格支持を中心とする本土政府の援助のも

とに努力していかなければならない。

1) 基本的対策

a 農地制度の検討

b 基幹となる農業者の定着と営農意欲の向上

c 用排水施設、農地の改良、集団化等生産基盤の整備

d 肉牛・豚と結合した輪作経営への転換

e 試験研究の充実
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2) 、月面ずる

a さとうきび新植の資金援助強化

b 肉牛。豚と結合した畑輪作経営の

c 各機関の協力忙よ

d 集団栽培等生産 3 出栢の協同化促進

e 1又1小ぃ営農指導体制の整備

f 機械による収穫、

等）の整備

3) 本士政府の援助

さとうきびの価格支持を中心とする援助を、他の諸対策と

に関する輪送 s

強力忙進める。

さとうきび生産停滞の メ カ ニ ズ ム

丸杉管理官

農業所得忙

よる家計費

の充足率低

下

の高とう

増

理

業

激

管

作

能

出

放

期

可

株

粗

適

不

//， 

、

I
／
 

農業所得の低下、不安定

労働報酬の低下、不安定

有機質不足

病、虫、獣害

連作障害

かんばつ

収量低下

収量不安定
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16 今後の水稲およびさとうきび作付の動向について

沖縄においては、 7虹稲、さとうきび、バインアップルの作付が、農産物価格の変動に応じ、増減を繰

返し、過去数年間は、さとうきびおよびバインアップルの増加と 7虹届の減少という状態であったが、国

際価格、島内労働事情等の変化により、作物の作付にも変化が生じつつある。〔本文II-6 -1)参照〕

さとうきびおよび水稲の経済性を比較すると次のとおりである。

作 物
10アール当り キロ当り 10アール当り IOアール当り年間
収 量 ① 価 格R 粗 収 益 粗 収 益 ③ 

さ と う きび 6, 5 1 8 kg l. 7 セント l l 0.8 ドル 8 3.1 ドル

水稲（現行） 220 3 2. 7 0.4 7 0.4 

7虚（本土価格） 2 2 0 3 8. 8 3.6 8 3.6 

① 1964~66年の乎均。

R さとうきぴは 19 6 7年 12月以降の生産者価格、水稲（現行）は 19 6 8年の生産者価格、

水稲（本土価格）は本土の 19 6 8年産米生産者価格。

R さとうきびは、夏植、 8回株出し (4年間K.3回収穫）を想定し、前項の彫4とした。 7J(f爵は

年 1作としたため、前項と同額。

沖縄の生産者米価は、年々上昇しつつあり、一方さとうきびの生産者価格は、頭打ち傾向にある。従

って、前年度の 10アール当り粗収益は 63.8ドルであったものが、現在は 70.4ドルに上昇した。若

し、施政権が返還され、本土なみの生産者米価が適用されれば、水稲とさとうきびの年間粗収益ほ略

同額になり、生産費〔本文第 21表参照〕等を考慮すると水稲が有利と考えられ、 7M届作可能地に作付

されているさとうきび作付面積は急減し、水稲の作付面積が急増するであろう。しかし、水稲作可能地

には限界があるので、水稲 2期作の増加も予想される。
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